
対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室

　県内の教員全体のキャリア教育の
指導力が向上し、児童生徒のキャリ
ア発達が促されている。

高知県いじめ防止基本方針に基づく取組の進捗状況【第１回連絡協議会用】

県方針の内容

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども
教職員
(保護
者)

小中学校
キャリア
教育充実
プラン

　子どもたちの社会的・職業
的自立に向けた力を育てるた
めに、高知のキャリア教育指
針に基づき、各地域の特色を
生かしたキャリア教育の実践
を支援するとともに、県民ぐ
るみのキャリア教育を推進し
て、児童生徒が将来の夢や志
を持てるようにする。

教育委員会
小中学校課

【事業実績】
○キャリア教育指導者
  養成研修実施
  中部地区
      （7/27：116名）
  東部地区
      （8/3：  68名）
  西部地区
      （8/18： 62名）
○キャリアシート「指
  導の手引き」作成
  ワーキング開催
  第1回（5/23）
  第2回（7/7）
  第3回（12/15）
  第4回（1/12）
○平成29年度キャリア
  教育地区別指導者研
  修に係る事後アン
  ケートの実施
 （平成30年1月31日）
○キャリアシート活用
  実践事例の提出
 （平成30年1月31日）

【事業実績】
○中学生のためのキャ
  リア教育副読本「み
  らいスイッチ」改訂
  版作成
・指名通知の発送 4/27
・審査委員の委嘱 5/7
・審査委員会開催 6/18
・契約締結 8/7
・校正 10～2月上旬
・配付 3月 30,000部

○キャリアシート活用
  事例の配信
① 7/17(小学校事例)
              ４年生
②10/31(中学校事例)
              ２年生
③12/26(中学校事例)
              ３年生

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○中学生のためのキャリア教育
　副読本「みらいスイッチ」改訂
　版を関係各課へ参考送付
（4/18）

　・指針「高知のキャリア教育」に基づく発達段階に応じたキャリア教育の推進

　

　・「夢」や「志」を喚起し、意欲を高める教育の推進

資料４

　・指針「高知のキャリア教育」に基づく発達段階に応じたキャリア教育の推進

　

　・「夢」や「志」を喚起し、意欲を高める教育の推進
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

 「特別の教科　道徳」の実施に向
け各学校等での道徳教育の充実を図
ることにより、児童生徒の道徳性が
養われている。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども
教職員
(保護
者)

 道徳教育
 改革プラ
 ン
 H28年度
 ～

　　 ↓
道徳教育
実践充実
プラン

　新しい学習指導要領が目指
す「社会に開かれた教育課
程」の実現を目指し、市町村
教育委員会が主体となって地
域ぐるみの道徳教育を推進す
ることにより、児童生徒の道
徳性を高める。また、道徳推
進リーダーの活用や大学等と
の連携を通して、全ての学校
において「考え、議論する道
徳」が実践されるよう、授業
の質的変換を図る。

教育委員会
小中学校課

【事業実績】
○小・中学校道徳教育
  研究協議会及び道徳
  科研究指定校研究発
  表会
・11月13日中村南小
           （108名）
・11月17日安田中
            （84名）
・11月17日葉山小　
            （71名）
・11月17日一宮中　
           （147名）
・11月21日岡豊小　
           （136名）　
・11月21日東中筋中
            （59名）
・11月24日久礼中　
           （103名）　 　 
・11月28日舟入小　
           （173名）
○道徳教育推進リー
  ダー育成プログラ
  ムの実施
　（年8回：12名育成）
○家庭版道徳教育ハン
  ドブック「高知の道
  徳」の改訂
      （3月配布予定）
・ワーキングの実施
            （年5回）

【事業実績】
◯道徳研修講座及び道
  徳推進リーダー認定
  者フォローアップ研
  修
　・7月24日（94名）
◯道徳教育指導者養成
  研修（中国・四国ブ
  ロック）
　・8月22日～24日
           （65名）
◯小・中学校道徳教育
  研究協議会
〔西部地区］
 10月23日（86名）
〔中部地区］
 中学校  11月6日
         （45名）
 小学校　11月19日
         （74名）
〔東部地区］
 11月 8日（68名）
◯家庭版道徳教育ハン
  ドブック
 「家庭で取り組む　
  高知の道徳｣
    （改訂版）増刷
　・ 6月　3000冊
　・12月　6500冊
◯道徳教育パワーアッ
プ研究協議会2月14日
（157名）
◯「家庭で取り組む　
高知の道徳」新1年生用
配付3月27日（6500部）　

【事業実績】 【現在の進捗状況】
◯「家庭で取り組む　高知の道
　徳」の追加配付（4/26）新1年生
　（600部）
○「道徳教育推進拠点校事業」
　に係る実践充実プランの提出
　（4/26）
◯「わがまちの道徳教育推進事
　業」実施計画書等提出（5/10）
○「特別の教科　道徳　授業づ
　くり講座」の開催（5/14）

学校・家庭・地域との連携を強化した道徳教育の推進

Ｈ２９年度で終了

学校・家庭・地域との連携を強化した道徳教育の推進
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・社会人として必要なコミュニケー
　ション力が身に付いている。
・自己を理解し、他者と協調する
　力が身に付いている。
・職業についての知識が身に付い
　ている。

【事業実績】
・プログラム実践の成
  果や改善点等につい
  て検証

・指定校６校による研
  究協議会を実施
           （6/1）
（学習記録ノートの活
  用事例報告及び課題
  や今後の取組等につ
  いて意見交換）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども
教職員

生徒の意
欲を高め
る応援プ
ラン事業
(社会人
基礎力育
成プログ
ラム開
発)

　生徒の社会性の向上のため
に、就職や離職の状況に課題
のある学校を指定し、コミュ
ニケーション能力や協調性、
規範意識等の社会人基礎力の
育成のためのプログラムを中
学校教員と協働して開発し実
践する。

教育委員会
高等学校課

平成２９年度で終了
高知県版、社会人基礎力

育成プログラムの推進

・プログラム開発

・指定６校、

プログラム実施・検証

平成２９年度で終了
高知県版、社会人基礎力

育成プログラムの推進

・プログラム開発

・指定６校、プログラム

実施・検証
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

  各小・中学校において、図書館資
料や新聞等を活用して言語活動の充
実を図ったり、他者と協働して課題
解決を図ったりする探究的な授業が
行われている。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども
教職員

探究的な
授業づく
りのため
の教育課
程研究実
践事業
（学校図
書館活用
型）
H28年度
～

　　↓
小中学校
学校図書
館教育の
推進

　児童生徒の読書に親しむ態
度と豊かな感性や思考力・表
現力を育成するために、高知
県推薦図書リストブック
「きっとある　キミの心にひ
びく本」を作成、配付し、授
業での計画的な活用も行いな
がら読書の質の向上を図る。

教育委員会
小中学校課

【事業実績】
○「きっとある　キミ
 の心にひびく本」の
 配付
　（5月31日）53,000冊
○「わくドキ！ショー
  トコメントコンテス
  ト」の実施
　応募校:　 102校
　応募数：7,079点
○「学校新聞づくりコ
  ンクール」の実施
  応募校:    74校
  応募数：5,710点
○指定校の研究発表会
  香美市立鏡野中  
  11/22:161名
  香美市立山田小 
  11/22: 95名
  越知町立越知中 
  11/14: 82名
  越知町立越知小 
  11/14:106名
  宿毛市立宿毛小 
  11/17: 92名
  高知市立初月小 
  10/14: 85名

【事業実績】
○「きっとある　キミ
  の心にひびく本」を
  小中学校の新入生に
  配付　10，600冊
○「学校新聞づくりコ
  ンクール」の実施
  応募校:    85校
  応募数：4,798点
○指定校（小・中学校
  19校）の公開授業
  のべ1984人参加

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○「きっとある　キミの心にひびく
　本」を小中学校の新入生に配付　
　10，900冊（4月17日）
○「学校新聞づくりコンクール」
　応募案内等ＨＰ掲載（4月18日）
　応募案内等発出（4月22日）

Ｈ２９年で終了

Ｈ２９年度で終了

Ｈ２９年で終了

①　推薦図書リストの配布及び活用の促進

②　学校図書館を活用した授業の推進

（探究的な授業づくりのための教育課程研
                         ③  指導主事の学校訪問による推進

Ｈ２９年で終了Ｈ２９年で終了

Ｈ２９年度で終了

Ｈ２９年で終了

①　推薦図書リストの配布及び活用の促進

②　学校図書館を活用した授業の推進

（探究的な授業づくりのための教育課程研
                         ③  指導主事の学校訪問による推進

Ｈ２９年で終了
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・研修の実施
・環境整備の推進

・研修の実施
・環境整備の推進

・研修の実施
・環境整備の推進

  不読率（１週間の読書時間が０分
の生徒の割合)を40％以下にする。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども
教職員

高等学校
学校図書
館教育推
進事業

　生徒の主体的、意欲的な学
習活動の充実を図り、豊かな
感性を育む教育を推進するた
めの、学校図書館の効果的活
用についての研究や研修会を
実施し、モデル的取組を推進
するとともに、学校図書館担
当教職員の指導力の向上を図
る。また、学校図書館情報の
データベース化を推進し、管
理や貸出業務が円滑に行える
ようにする。

教育委員会
高等学校課

【事業実績】
・不読率
　（１週間の読書時間
    が0分の生徒の割
    合） 39.7%
    高1　31.0％　　
　  高2　44.1％
　  高3　47.1％
  （高知県オリジナル
    アンケート（４月
    実施））
・司書教諭及び司書の
  指導力向上事業に係
  る研究協議会Ⅰ・Ⅱ
  Ⅰ（H29.5.29実施）
 ＊学校図書館システム
   について　等
  Ⅱ（H29.11.17実施）
 ＊『総合的な学習の時
   間における「探究的
   な学習」のデザイン
   ～学校司書・司書教
   諭・教諭が協働する
   ために～』
　 国士舘大学教授　
　　　桑田てるみ氏

【事業実績】
・不読率
　（１週間の読書時間
    が0分の生徒の割
    合） 42.2%
    高1　34.1％　　
　  高2　45.4％
　  高3　47.1％
  （高知県オリジナル
    アンケート（４月
    実施））
・司書教諭及び司書の
  指導力向上事業に係
  る研究協議会Ⅰ・Ⅱ
  Ⅰ（H30.5.15実施）
＊学校図書館システム
  について　等
  Ⅱ（H30.10.25実施）
＊「探究的な学習と図
    書館」
　オーテピア高知図書
  館　
　専門企画員　
        山重壮一氏

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・業務をより円滑に行うため、
　学校図書館システムの再構築を
　平成31年度内に行うよう、準備
　を進めている。
・学校図書館システムの周知と
　併せて、学校図書館担当教員
　の指導力向上に係る研究協議
　会も行う予定である。

学校図書館の機能の充実と生徒が活用しやすい環境整備の推進ｕ学校図書館の機能の充実と生徒が活用しやすい環境整備の推進ｕ
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

生徒の意
欲を高め
る応援プ
ラン事業
(中途退
学減少プ
ロジェク
ト)

・教員の生徒理解の力が高まり、
  生徒一人一人に応じたきめ細や
  かな指導の充実が図られてい
  る。
・学習記録ノートを活用している
  学校の割合：100％

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

子ども
教職員

　高等学校における早期の中
途退学の防止に向けて、中途
退学の多い学校を指定し、人
権教育課と連携したスクール
カウンセラーの派遣支援など
を通じて、個に応じたきめ細
かな指導を組織的に行う。ま
た、入学者を対象とした仲間
づくり合宿を実施し、学校生
活への円滑な適応を支援す
る。また、生徒指導上の課題
の引き継ぎやつながりのある
進路指導の在り方を中高の校
長が集まり協議する場を設け
るなど中学校と高校の連携を
強化する。

教育委員会
高等学校課

【事業実績】
・指導者養成研修等
 （自然体験活動企画担
   当者セミナー）の実
   施
　前期
  平成29年
  11月18日～19日
　後期
　平成30年
  2月11日～12日

・情報提供
　イベント情報の更
  新、団体紹介情報
  の更新
・体験活動推進事業
　講師派遣：10名　
　団体数： 4団体
　参加
（幼児84名・児童64名
 ・生徒20名・保護者等
　134名）　

【事業実績】
・仲間づくり合宿を高
  等学校28校で実施

　宿泊合宿実施：19校
　１日体験活動実施：
                 9校
・カウンセリングに関
  する研修の実施
　西部地区　8/20実施　　
　東部・中部地区　　
            8/22実施
・25校において、学習
  記録ノート（キャリ
  アノート）を全学年
  で活用

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・仲間づくり合宿の実施
＜高等学校27校で実施＞
　　宿泊合宿実施：16校
　　１日体験活動実施：11校

・カウンセリングに関する研修の
　実施
　西部地区　8/20実施予定
　東部・中部地区　8/22実施予定

・28校において学習記録ノート
　（キャリアノート）を全学年で
　活用予定

中途退学防止プランの実行と組織的な生徒支援及び

中高連携の更なる推進

中途退学防止プランの実行と組織的な生徒支援及び

中高連携の更なる推進
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　自然体験に関わる指導者の養成
や、その活動の場の拡大により、よ
り多くの子どもたちに自然体験の機
会が提供されている。
　各地域での子どもが主体となった
活動が展開され、地域コミュニティ
の活性化にもつながっている。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども
教職員

環境学習
推進事業

　ＮＰＯ等の団体や学校、青
少年団体が連携した自然体験
活動や環境学習を推進する。
・指導者養成研修等の実施
（平成30年度終了）
・ホームページによる体験学
習の情報提供
・指導者派遣事業の実施
・自然体験型学習事業の実施
・子ども地域学習推進事業

教育委員会
生涯学習課

【事業実績】
○指導者養成研修等
　（自然体験活動企画
　　担当者セミナー）
【前期】
　平成29年11月18日～
　　　　　　　19日
【後期】
　平成30年2月11日～
　　　　　　 12日　
○情報提供
・県内青少年教育施設
　へ情報提供の依頼
・県内自然体験活動団
　体への情報提供の
　依頼
・体験活動推進事業を
　ホームページに掲
載、
　各市町村教育員会へ
　の文書周知
○体験活動推進事業
　講師派遣：10名　
　団体数： 4団体
　参加（幼児84名・
　児童64名・生徒20
名・　　
　保護者等134名）　

【事業実績】
○指導者養成研修等
　（自然体験活動企画
　　担当者セミナー）
平成30年12月8日(土）
平成30年12月9日(日）
　　　（2日間実施）
高知自然学校総会
（平成30年4月4日実
施）
○情報提供
・県内青少年教育施設
へ情報提供の依頼（4
月、9月）
・県内自然体験活動団
体への情報提供の依頼
（4月、9月）
・体験活動推進事業を
ホームページに掲載、
各市町村教育委員会へ
文書周知、チラシの配
布
○体験活動推進事業
講師派遣：9名
団体数：5団体
参加（児童200名、生徒
42名、保護者等164名）
○子ども地域学習推進
事業　
開催回数：6回
受講者数のべ：30人
参加者満足度：82％
開催場所：土佐山

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○情報提供
・県内青少年教育施設、県内自然
　体験活動団体へ情報提供の依頼
（5月・9月）
○指導者派遣事業について、生涯
　学習課ＨＰに掲載。各市町村教
　育委員会を通し、小中学校へ要
　項、チラシの配布。
○自然体験型学習事業
　・各市町村教育委員会へ事業説明
　・各市町村校長会で事業説明
　・事業参加予定校16校
○子ども地域学習推進事業

指導者養成研修等の実施

指導者派遣事業、ホームページによる体験学習の情報提供

自然体験型学習事業の実

子ども地域学習推進事業
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　魅力的な主催事業の実施を通じて
多様な体験活動が促進され、施設利
用者も増加している。
・県立青少年施設の利用者数（小・
　中・高校生）延べ160,000人以上

　H29　第2期教育振興基本計画
　基本方向6

【事業実績】
・中1学級づくり合宿事
業
　　27校　1,451名参加　　
 （室戸青少年自然の家
　を含むと44校　
　2,518名）
・不登校対策事業
　13回実施　
　延べ87名参加　　
・各種主催事業
　26事業　
　延べ2,290名参加

【事業実績】
・中1学級づくり合宿事
業
　 29校　1,580名参加
　　（日帰りを含む）
（室戸青少年自然の家
　を含むと42校
　　2,447名）
・不登校対策事業
　　10回実施
　　延べ67名参加
・各種主催事業
　26事業実施　
　参加者延べ1,937名

【事業実績】 【現在の進捗状況】

・中１学級づくり合宿事業
　実施予定校数　26校
　（室戸青少年自然の家を
　　含むと38校）
・不登校対策事業
　５月～３月実施予定
・各種主催事業の実施
　25事業実施予定
　（不登校対策事業を除く）

　児童生徒のいじめ防止等の意識を
高める。

【事業実績】
　平成29年1～12月の開
催状況
　＊12市町村
　＊22校62回
※　暦年管理の数値で
　計上

【事業実績】
　平成30年1～12月の開
催状況
　＊10市町村
　＊22校68回
※　暦年管理の数値で
　計上

【事業実績】 【現在の進捗状況】
  平成31年1～４月の開催状況
　＊２市町
　＊４校13回

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども
教職員

青少年教
育施設振
興事業

　青少年に自然に親しんでも
らうとともに、異年齢集団に
よる多様な体験活動の場を提
供し、自主性・社会性・協調
性を養う。
　体験活動等を通して不登
校・いじめ等の予防的対応を
図るとともに、子どもが家庭
や地域社会と上手に関わりな
がら成長する力を身につけ
る。
・中１学級づくり合宿事業の
  実施
・不登校対策事業の実施
・各施設における主催事業の
  実施

教育委員会
生涯学習課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども 非行防止
教室

　平成27年度に作成配布した
「いじめ防止教室資料集」を
活用し、学校と協働し、チー
ム・ティーチング方式でいじ
め防止教室を実施

警察本部
少年女性

安全対策課

施設機能を生かした校外学習支援の実施

各種事業の計画的な実施及び積極的なＰＲ、

ニーズ等に応じた事業の新規開発・見直し

学校の実情・ニーズに合わせた出前授業の実施

施設機能を生かした校外学習支援の実施

各種事業の計画的な実施及び積極的なＰＲ、

ニーズ等に応じた事業の新規開発・見直し

施設機能を生かした校外学習支援の実施

各種事業の計画的な実施及び積極的なＰＲ、

ニーズ等に応じた事業の新規開発・見直し
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　人権作文に取り組む学校数の増加
とそれに伴う取組総数の増加。

【事業実績】
・応募学校数　147校
　取組総数　9,472編
・取組総数、応募学校
　数共に前年より増加
　した。
・いじめをテーマにし
　た作品が最も多い。

【事業実績】
・応募学校数　145校
・取組総数　8､538編
・応募作品を審査し、
　入賞作品を決定し、
　人権作文コンテスト
　表彰式で最優秀・優
　秀作品を表彰した。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
（人権教育課）
　市町村教育委員会、国公私立学校
に人権作文の募集要項を発送すると
ともに、小中学校及び県立学校の人
権教育主任連絡協議会において、人
権作文の取組の事例を紹介し、募集
を呼び掛けている。
（法務局）
　高知市教育委員会に対し，協力依
頼を行った。
　今後の予定として，人権擁護委員
が学校訪問の際に，実施への協力依
頼を行う。

  指定校に本事業による教職員や生
徒の人権意識を問うアンケートを実
施し、４件法で肯定的な回答の割合
を70%とする。

【事業実績】
　春野高等学校を指定
し、職員会で事業内容
について共通理解を図
り、研究をスタートさ
せた。
・校内研修の計画的な
　実施　　
　5/2、6/1、10/16
・校外研修への参加
　（人権教育スキル
　　アップ講座、人
　　権教育セミナー
　　等）

【事業実績】
 春野高等学校におい
て、人権教育の視点を
取り入れた授業につい
て校内研修で共通理解
を図り、校内公開授業
を実施し、指定校事業
研究発表会を開催し
た。
・校内研修の計画的な
　実施　　
　4/4、5/2、5/28、
　7/11、8/6、2/26
・校内公開授業　
　6月、11月
・研究発表会　11/9

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・人権教育主任連絡協議会におい
  て、春野高等学校の実践や成果
  を普及することにより、人権教
  育の視点を取り入れた授業や校
  内研修の推進を図る。
・令和元年～２年研究指定校
　黒潮町立南郷小学校
　土佐市立戸波中学校
　県立高知東高等学校
　三校を指定し、職員会で事業内容
　について共通理解を図り、研究を
　スタートさせた。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども 人権作文
コンテス
ト

　基本的人権の重要性、必要
性について考えたことなどを
題材として小学校5・6年生、
中学校、高等学校の児童生
徒、特別支援学校の小学部5・
6年生、中学部、高等部の児童
生徒から作文を募集し表彰す
る。 教育委員会

人権教育課

法務局
人権擁護課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

子ども
教職員
(保護
者)

人権教育
研究推進
事業

【人権教育研究指定校事業】
　人権意識を培うための学校
教育の在り方について、教育
委員会等との連携・協力の下
で幅広い観点から実践的な研
究を実施する。

教育委員会
人権教育課

研究指定校における人権教育の指導方法の改善充実に向けた

実践的な研究の推進

高知地方法務局人権擁護課と連携したコンテストの開催

研究指定校における人権教育の指導方法の改善充実に向けた

実践的な研究の推進
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　良好な親子関係や子どもへの関わ
り方について保護者の理解が深ま
り、積極的に子どもに関わる姿が多
く見られるようになる。　

【事業実績】
・保護者研修（講話・
　ワークショップ)
　88回（63園）
　うち就学時健診で
　保護者講話23回を
　実施している。

【事業実績】
・保育者研修<講話・
　ワークショップ・
　事例研修・市町村研
　修>53回（47園・5市
　町村）
・保護者研修<講話・
　ワークショップ>
　117回（83園・21小学
　校）
・保護者の一日保育者
　体験実施園　92園

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・保育者研修及び保護者研修に
　おいて40回実施予定
（Ｒ1.5.7現在）

・一日保育者体験においては、
　リーフレットやホームページ、
　研修等において新規の実施や
　継続に向けたアプローチを
　行っている。

【事業実績】
・新規実施園　19園
・継続実施園　55園

【事業実績】
※啓発事業へ移行

【事業実績】 【現在の進捗状況】

　保育所・幼稚園等で日常的・継続
的に親育ち支援が行われるようにな
り、園全体の親育ち支援力の向上が
図られる。

【事業実績】
・東部2地域・中部3地
　域における地域別交
　流会の実施 
　5回　149人
・各市町村の親育ち支
　援リーダーが交流会
　の計画や地域の課題
　把握に向けた連絡会
　を開催　　

【事業実績】
・地域別交流会の実施
　東部2地域　51人
　（6/18 10/18）
　中部3地域　95人
　（7/24　8/2　6/20）
　西部1地域　44人
　（9/6）
・地域別連絡会の開催　　
　20回
・地域別リーダー研修
　会の開催（1/25）
　40名

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・地域別交流会の実施
　東部2地域（6/13　7/31）
　中部3地域（7/24　8/5　6/27）
　西部1地域（9/13）

・地域別連絡会の開催
　　5回（Ｒ1.5.7現在）

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

保育者
保護者

親育ち支
援啓発事
業

　親育ち支援の必要性や保護
者への関わり方について理解
を深めるために、保育者に研
修を行う。また、良好な親子
関係や子どもへの関わり方に
ついて保護者の理解を深め、
親の子育て力を高めるため
に、保育所・幼稚園等におい
て、保護者に講話等を行う。

教育委員会
幼保支援課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

保護者 保護者の
一日保育
者体験推
進事業
（H30廃
止）

　子どもの育ちや保育に関す
る保護者の理解を促進するた
めに、保育所や幼稚園等を利
用する保護者の保育者体験を
促進する。

教育委員会
幼保支援課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒の心
を耕す
教育の
総合的
な推進

保育者 親育ち支
援保育者
スキル
アップ
 事業

【親育ち支援地域別交流会】
　保育所・幼稚園等の親育ち
支援体制の充実及び親育ち支
援力の向上を図るために、近
隣の市町村において親育ち支
援の中核となる保育者同士が
ネットワークをつくり、地域
の課題に応じた研修を行う。　

教育委員会
幼保支援課

保育者研修・保護者研修の実施

保護者の一日保育者体験の実施

地域別交流会・連絡会の実施

保育者研修・保護者研修の実施

保護者の一日保育者体験の実施

地域別交流会・連絡会の実施
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

いじめ
の防止

　各指定校において、組織的な生徒指導
推進体制が確立され、開発的な生徒指導
の充実が図られるとともに、その成果の
県内の学校への普及が進んでいる。
　各指定校の児童生徒・教職員アンケー
ト結果において、教育振興基本計画にあ
る到達目標を達成する。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

児童生
徒一人
一人が
もって
いる力
を引き
出す生
徒指導
の推進

子ども
教職員

高知夢
いっぱい
プロジェ
クト推進
事業

　小・中学校において、9年間を
見通した開発的な生徒指導が全教
育活動を通じて計画的・組織的に
行われるよう、学校（学校区）を
指定し実践研究を推進する。ま
た、研究の成果を生徒指導担当
者・生徒指導主事の研修会等を通
して県内の小・中学校に普及する
ことにより、県内全域での実践を
推進する。

①未来にかがやく子ども育成
　型学校連携事業（以下、未
　来事業）
　中学校区を指定し、小・中
　学校9年間で育てる力を明
　確にした小中連携の取組に
　ついて実践研究を推進する。
②夢・志を育む学級運営のた
　めの実践研究事業（以下、
　夢・志事業）
　児童生徒の自己指導能力を
　育成するため、小・中学校
　を指定し、学級運営アドバ
　イザー（大学教授）や児童
　支援アドバイザー（臨床心
　理士）による指導・助言を
　通して、話合い活動や主体
　的に活躍できる場の充実
　など、自尊感情、自己有用
　感を育む教育活動の実践研
　究を推進し、チームによる
　学級、学校運営の実現を図
　る。

③魅力ある学校づくり調査研究事
業
　（以下、魅力事業）
　不登校児童生徒の出現を抑制す
るために、県教育委員会と市教育
委員会が連携し、域内の拠点校及
び連携校において不登校等の未然
防止につながる取組の検証や改善
が適切に行われるよう指導助言を
行い、地域の実情に応じた効果的
な取組を実施することで地域全体
の不登校対策を推進する。

教育委員会
人権教育課

【事業実績】
・定期的な小中連携推
　進会議（各校区年6
　～12回）、合同研修
　会・授業研修会
　（各校区年3回）、
　合同支援会議（各校
　区年3回）の実施
・児童生徒アンケート
　調査の実施（5月、
　11月）
　参考：H29指定2年目
　中学校区の児童生徒
　意識調査結果
　（小6→中1）
※数値は「そう思う」
　と回答した割合
「自分にはよいところ
　がある」
　24.1%⇒25.3%
・教職員アンケート調
　査の実施小中が協働
　して取組を進めてい
　る」
　事業実施前
　11.5%⇒
　　　H29.8：52.7%
・公開授業研修会の
　実施
　香我美中校区
　（11/22　参加者数
　　　　　　　254名）
　三里中校区
　（11/28　参加者数
　　　　257名）実施

【事業実績】
・各種会議の実施
①定期的な小中連携推
　進会議（各校区年6
　～12回）、合同研
　修会・授業研修会
（各校区年3回）、合
　同支援会議（各校区
　年3回）
②学校運営ＡＤ学校訪
　問による授業研修会
（各校３回）、児童生
　徒支援ＡＤ訪問によ
　る支援会（各校4回）
③調査研究委員会（3
　回）、小中連携担当
　者会（3回）、授業
　研修会（1回）
・各事業における児童
　生徒、教職員アンケ
　ート調査の実施（2
　回）
・公開授業研修会の実
　施
①安芸中校区
（11/16　参加者246名）
②佐川中校区
（11/21　参加者262名）
③高岡第一小
（1/21　参加者249名）
④長岡小
（1/29　参加者134名）
⑤佐賀中（2/5）
※各事業指定2年目校の
　児童生徒アンケート
　結果の平均
　（H29.5⇒H30.11）
＊「自分にはよいとこ
　　ろがある」
　　33.5%⇒33.2%
＊「まわりの人の役に
　　立っている」
　 24.7%⇒28.7%
※数値は「そう思う」
　と回答した割合
　（4件法）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・各事業①～④において、推進校
　（区）の指定、推進リーダーの
　配置を行った。
・各指定校（区）において、実践
　研究の推進に関する会議（３～
　５回）実施し、推進リーダーに
　よる企画立案を進めた。
・各推進校に配置している推進
　リーダーの指導力向上のため、
　第1回推進リーダー会議（4/24）
　を実施した。

４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定

高知夢いっぱいプロジェクト推進事業

４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定

高知夢いっぱいプロジェクト推進事業

◆未来にかがやく子ども育成型学校連携事業　４中学校区の小中学校指定

◆魅力ある学校づくり推進プロ

ジェクト　　１市、１中学校区指定

　Ｈ２９年度終了

◆夢・志を育む学級運営のための実践研究事業

　　

４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定

１中学校、２小学校指定 5校指定１中学校、4小学校指定

１市指定

４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定

高知夢いっぱいプロジェクト推進事業

４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定

高知夢いっぱいプロジェクト推進事業

◆未来にかがやく子ども育成型学校連携事業　

◆魅力ある学校づくり推進プロ

ジェクト　　１市、１中学校区指定

４中学校区指定 ４中学校区指定 ２中学校区指定

１中学校、２小学校指定 5校指定１中学校、4小学校指定

◆魅力ある学校づくり調査研究事業（国立教育政策研究所指定）

１市指定
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　児童生徒の問題行動等生徒指導上
の諸問題に関する調査において、い
じめ認知ゼロの学校数をゼロに近づ
ける。　

【事業実績】
　「高知家」児童会・
生徒会サミット
（10/29）は台風により
未実施。実行委員会に
より、提案用の映像資
料（DVD）を配付した。
各学校の取組の集約を
行う。
　実行委員会の開催
（6/11　7/16　　8/20　　
　9/24　10/15　11/26　
　12/17）
※実行委員
小13人　中8人　高12人

【事業実績】
・32地教委で実施
・1地教委の実施内容に
  ついては関連内容で
  の実施であった。
・2地教委では未実施。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・「高知家」児童会・生徒会地区別
　交流集会を計画し、実施要項を
　県内の国公私立学校に発送し、
　準備を進めている。
・児童生徒会援隊を募集し、児童
　生徒による主体的な取組を交流
　する集会を企画・運営する。
　年間５回を予定。

・研修受講者へのアンケート（４件
法）
　結果が平均３以上となる。
・学級経営の実践的指導力が向上
　することで温かい学級づくりに
　つながる。

【事業実績】
・学級づくりパワー
　アップ講座の実施
　12/27 参加者88名
　受講者評価4.7/5　
※第1回8/7は台風の
  為、中止
・平成29年度重点支援
　校
　(南国市立後免野田
　小学校)における学
　級経営研修会等の実
　施
　３回5/11、11/30、
　　　2/8、
　参加者数延74名
・訪問支援等の支援 
　延36回　

【事業実績】
・学級づくりパワー
　アップ講座　
　第1回 
　「子どもの良さを認
　　める指導の推進」
　（8/17）参加者13名
　第2回 
　「主体的対話的で深
　　い学びにつながる
　　学級集団づくり」
　（12/26）参加者26名

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・学級づくりパワーアップ講座
　第1回　８/19　予定
　第2回　８/22　予定

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒一人
一人が
もって
いる力
を引き
出す生
徒指導
の推進

子ども
教職員
保護者
一般県
民

いじめ防
止子ども
サミット

　高知県いじめ防止基本方針
に基づくいじめの防止対策を
県民挙げて推進するため、
・県内の小・中・高・義務
  教育学校・特別支援学校
  の児童生徒が集い、いじ
  めの防止について考える
  機会にする。
・子どもに関わる大人も、
  子どもたちと一緒にいじ
  め問題について考え、子
  どもたちのいじめの防止
  等の取組を支える機運を
  高める。

教育委員会
人権教育課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒一人
一人が
もって
いる力
を引き
出す生
徒指導
の推進

教職員 学級づく
りパワー
アップ講
座

　学級経営の実践的指導力向
上につながる研修を実施し、
学級風土の改善及び温かい学
級づくりを推進する。
・学級づくりパワーアップ講
座の開催

教育委員会
教育セン

ター（平成
30年度、心
の教育セン
ターより業
務移管）

サミットの実施と、サミット宣言に基づいた児童生徒の主体的ないじめ防止の取組の推進サミットの実施と、サミット宣言に基づいた児童生徒の主体的ないじめ防止の取組の推進

学級づくりリーダー推進

事業　※業務移管は集

合研修のみであり、推進

事業はH29年度終了。

学級経営の実践的指導力向上につながる研修を実施
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

各年度の研修満足度を80％以上にす
る。

【事業実績】
・県立学校人権教育主
　任連絡協議会　5/1
・小中学校人権教育主
　任連絡協議会
　土長南国吾川 5/26
　高岡 5/30　  
　西部 6/1　
　東部 6/6
・午前は新任及び2年目
　の、午後は全部の人
　権教育主任を対象と
　して開催し、人権教
　育主任の職務の徹底
　と、人権教育推進の
　ためのマネジメント
　研修を実施した。

【事業実績】
　　　　（1月末現在）
・県立学校人権教育主
　任連絡協議会　5/8　
　研修満足度76.9％
・小中学校人権教育主
　任連絡協議会
　土長南国吾川 5/25、
　高岡 5/31、西部 6/5　
　東部 6/8
　研修満足度82.8%
・午前は新任の、午後
　は全部の人権教育主
　任を対象として開催
　し、人権教育主任の
　職務の徹底と、人権
　教育推進のためのマ
　ネジメント研修を実
　施した。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・県立学校人権教育主任連絡協
  議会　5/10
・小中学校人権教育主任連絡協
  議会
　東部 5/21
  西部 5/28
  土長南国吾川 6/4
　高岡 6/7　  
・午前は新任の、午後は全部の
  人権教育主任を対象として開
  催し、人権教育主任の職務の
  徹底と、人権教育推進のため
  のマネジメント研修を実施し
  ている。

　対象者に本事業による人権教育の
充実度などを問うアンケートを実施
し、5件法で平均4以上とする。

【事業実績】
・集合研修会　6/1、
　7/26・27
・各学校に対して6回
　～7回の訪問支援を
　実施。
・前年度人権教育推進
　リーダーは、人権教
　育主任連絡協議会で
　の実践発表とフォロ
　ーアップ研修会
　（7/27）を実施。

【事業実績】
・集合研修会　6/15、
　8/22、12/26（台風
　による代替）
・各学校に対して８回
　～12回の訪問支援を
　実施。
・前年度対象人権教育
　主任は、人権教育主
　任連絡協議会での実
　践発表とフォローア
　ップ研修会（12/26）
　を実施。
・個別の人権課題やマ
　ネジメントについて
　の研修を実施。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・対象教員及び校長に事業説明を
　行い、訪問支援の計画を行って
　いる。
・集合研修会　6/14、8/6・7
・各学校に対して6回～7回の訪問
　支援を実施予定。
・前年度人権教育推進リーダーは、
　人権教育主任連絡協議会での実
　践発表とフォローアップ研修会
　（8/7）を実施予定。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

児童生
徒一人
一人が
もって
いる力
を引き
出す生
徒指導
の推進

教職員 人権教育
主任連絡
協議会
（義務・
県立）

　各学校の人権教育主任に人
権教育の基本方針やその職務
の徹底を図るとともに、人権
教育推進上の成果や課題につ
いて協議する。

教育委員会
人権教育課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

教職員
の資質
能力の
向上

教職員 人権教育
推進リー
ダー育成
事業
　　↓
人権が尊
重された
学校づく
り支援事
業に移行

　人権尊重の視点に立った学
校づくりを推進するため、人
権教育や人権問題についての
専門性・実践力を備えたリー
ダーを育成する。（小・中・
高・特別支援学校の教員　11
名）
　平成28年度対象者のフォ
ローアップ研修を実施しなが
ら、本年度6人の人権教育主任
を任命し、マネジメント力と
実践力の向上を目指した研修
を行う。

教育委員会
人権教育課

11名の人権教育推進リーダーを

委嘱し、研究・研修を行う（小４名、

中４名、県立３名）

７名の人権教育主任を委嘱しマ

ネジメント力と実践力の向上を目

指した研修を行う。（本年度は６

人）

教育センター主催の人権教育主任研修と連動させた

人権教育推進のためのマネジメント研修の実施

７名の人権教育主任を委嘱しマ

ネジメント力と実践力の向上を目

指した研修を行う。（本年度は６

人）

平成２９年度にて終了

教育センター主催の人権教育主任研修と連動させた

人権教育推進のためのマネジメント研修の実施

11名の人権教育推進リーダーを

委嘱し、研究・研修を行う（小４名、

中４名、県立３名）

７名の人権教育主任を委嘱しマ

ネジメント力と実践力の向上を目

指した研修を行う。（本年度は６

人）

７名の人権教育主任を委嘱しマ

ネジメント力と実践力の向上を目

指した研修を行う。（本年度は６

人）

平成２９年度にて終了
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

◆各学校において、開発的・予防
  的な生徒指導が組織的に実践さ
  れている。
◆各学校において、問題行動等の
  未然防止、早期発見・早期対応
  に向けた、組織的な生徒指導を
  行っている。
・生徒指導主事（担当者）アン
  ケート結果において、教育振
  興基本計画にある到達目標を
  達成する。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

教職員
の資質
能力の
向上

子ども
教職員

生徒指導
主事会
（担当者
会）
＜小・
中・高
等・特別
支援学校
＞

　生徒指導主事会（担当者
会）の開催を通して、生徒指
導の中核を担う生徒指導主事
（担当者）の実践力を高める
ことにより、各学校における
組織的な生徒指導の充実を図
る。

◆生徒指導主事会（担当者
  会）の全体会及び地区別
  生徒指導主事会（担当者
  会）を開催。
・組織的な生徒指導、開発
  的・予防的な生徒指導の
  実践のために、生徒指導
  主事（担当者）のマネジ
  メント力の向上につなが
  る研修を実施する。

教育委員会
人権教育課

【事業実績】
・小学校生徒指導担当
　者会全体会の実施
　（2会場5/11,5/12）
・中学校生徒指導主事
　会全体会の実施　
　（5/23）
※校内支援体制の充実
　組織的に支援をつな
　ぐための「支援シー
　ト」の活用について
　方法等を周知、肯定
　的な二者面談の実施
　映像を活用した規範
　づくりの実践紹介
・小中学校地区別生徒
　指導主事会（担当者
　会）の実施
（3会場10/12,13,16）
 「いじめの未然防止
　の取組のPDCAによる
　実践」「子どもたち
　にとっての安心安全
　な学級・学校づくり
　について」「中学校
　区で進める開発的な
　生徒指導」
※小学校から中学校へ
　の抜かりのない情報
　提供を実現する校内
　支援会の実施

【事業実績】
・小学校生徒指導担当
　者会全体会の実施
（2会場5/8,5/18　
　参加者227名）
・中学校生徒指導主事
　会全体会の実施
（5/29　参加者149名）
※開発的・予防的な生
　徒指導の取組の充実
　特別活動の充実を基
　盤とした生徒指導の
　推進、子どもの力を
　生かした開発的な生
　徒指導の推進等
・高等学校・特別支援
　学校生徒指導主事会
（5/29参加者77名）
※発達障害と生徒指導
　等
・小中学校地区別生徒
　指導主事会
（担当者会）の実施
（3会場　10/19、
　10/23、10/26参加者
　281名）
※子どもの力を生かし
　た開発的な生徒指導
　の推進、中学校区で
　の組織的な開発的生
　徒指導の推進等
・高等学校地区別生徒
　指導主事会
（10/30、11/2、11/7、
　11/8参加者64名）
※生徒指導と生徒支
　援の連携、ネット
　トラブルについて
　等

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・生徒指導上の諸問題（いじめ・
　不登校等）について、その現状
　や課題について考察するととも
　に、問題行動等の未然防止のた
　めの開発的生徒指導の推進及び
　体制の構築等についての研修を
　実施した。
・小学校生徒指導担当者会
（5/16,17）
・中学校生徒指導主事会（5/24）
・高等学校・特別支援学校生徒指
　導主事会（5/30）実施

各校種における生徒指導主事会（担当者会）を年２回実施各校種における生徒指導主事会（担当者会）を年２回実施各校種における生徒指導主事会（担当者会）を年２回実施各校種における生徒指導主事会（担当者会）を年２回実施
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　各学校において、教職員一人一人
が人権教育の重要性を理解してい
る。学校経営や学級経営、各教科等
の実践時に全教職員が共通理解して
組織的に人権教育を推進している。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

教職員
の資質
能力の
向上

教職員 各校種、
園・所等
の教職員
に義務付
けられた
基本研修

任意に受
講する専
門研修

　学校・園・所の教職員（管
理職等・初任者・中堅教諭
等・学校事務職員・臨時的任
用教員）に対し、人権や人権
問題に対するすぐれた感覚を
養い、人権教育を基盤とした
学校経営や学級経営、教科経
営等が実施されるよう、指導
主事等による講義・演習を行
い、指導力の向上を図る。

教育委員会
教育セン

ター

【事業実績】
・人権教育に係る職場
　研修（10/4実施）
・保育者（管理職含
  む）研修
 （5/29、6/14、
　7/24、 8/29、
  11/14、11/22
  実施）
・学校教職員（臨時的
　任用教員・初任者 ・
　中堅教諭等資質向上
　研修・任用2年主幹
　教諭及び教頭・公立
　小中事務職）研修
　（4/15、4/22、
    6/15、7/10、
    7/25、10/31、
　　11/24実施）
・人権教育実践スキル
　アップ講座Ⅰ・Ⅱ期
　（7/28・31、12/26 
　　実施）

【事業実績】
・人権教育に係る職場
　研修：「身のまわり
　の人権、北朝鮮によ
　る拉致問題」
　（10/10）
・保育者（管理職含
　む）研修：「人権が
　大切にされる園づく
　り」「人権教育と主
　任・教頭等の役割」
　等（6/27、7/19、
　8/28 、11/1、
　11/27、1/29）
・学校教職員（臨時的
　任用教員・初任者 
　・任用2年主幹教諭
　及び教頭・公立小中
　事務職）研修：「人
　権が大切にされる学
　校づくりに向けて」
　等（4/15、4/21、
　6/7、6/8、7/13、
　10/18、10/30、
　11/20、12/13）
・人権教育実践スキル
　アップ講座：「学習
　指導案の作成」等
　（12/27・28）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・人権教育に係る職場研修
（10月実施予定）

・保育者研修（管理職含む）
（6/26 8/29 11/6 11/26 1/29
　予定）

・学校教職員（臨時的任用教員・
　初任者・任用2年主幹教諭及び
　教頭・公立小中事務職）研修
　（4/14 4/20 7/12 10/28 10/31 
　11/15予定）

・人権教育実践スキルアップ講座
　（7/24予定）

教育センター主催の各校種等に義務付けられた研修や

任意に受講する研修での人権教育についての研修の開催

教育センター主催の各校種等に義務付けられた研修や

任意に受講する研修での人権教育についての研修の開催
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・高等学校における校内支援体制 
の充実。
・各高等学校の生徒支援コーディ
ネーター等の資質の向上。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

教職員
の資質
能力の
向上

教職員 高等学校
における
生徒支援
コーディ
ネーター
研修

　高等学校における予防的支
援に焦点を当てた校内支援体
制づくりを進め、生徒支援
コーディネーター担当者のス
キルアップを図るとともに各
担当者間のネットワークづく
りを推進する。
・生徒支援コーディネーター
研修

・教育相談スキルアップ研修

教育委員会
高等学校課
特別支援教

育課
教育セン

ター（平成
30年度、心
の教育セン
ターより業
務移管）

【事業実績】
・生徒支援コーディ
　ネーター研修会実
　施
＜第1回＞5/30
「発達障害のある生徒
　への支援～生徒がわ
　かる授業づくり～」
　(特別支援教育課と
　共催)受講者54名
＜第2回＞8/4
「教師を支え、学校を
　変えるチーム援助」
　参加者37名　
　受講者評価3.7/4
・教育相談スキルアッ
　プ研修実施
　6/27「生徒理解」
　2/13「事例検討」
　受講者5校5名 
　受講者評価3.8/4
・教育相談スキルアッ
　プ研修
　受講者への訪問支援　
　5校14回

【事業実績】
・生徒支援コーディ
　ネーター研修
〈第1回〉：「実践発
　表」及び「講義：高
　等学校の特別支援教
　育に必要なもの」
　「協議」等（5/30）　
　参加者53名
〈第2回〉：「講義・
　演習：生徒指導・教
　育相談とコーディネ
　ーターの役割」　
　（8/6）参加者30名
・教育相談スキルアッ
　プ研修（受講者7名 
　7校）　
〈第１回〉
「生徒理解」（6/26）
〈第２回〉
「面接の理論と実践」　　
　　　　　（10/30）
〈第３回〉
「事例研究」
　　　　（2/5 予定）
・教育相談スキルアッ
　プ研修
　受講者へのオリエン
　テーション及び訪問
　支援：7校14回予定

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・高等学校生徒支援コーディネー
　ター研修
　第１回（特別支援教育課主催）
　　６/７　予定
　　高知大学松本秀彦准教授を講師
　に招き、第1回生徒支援コーディ
　ネーター研修を6月7日に実施予
　定。
　　講師の講話と共に発達障害のあ
　る生徒への支援について、先進校
　の取組を共有する予定。

　第２回
　７/22　予定

・教育相談スキルアップ研修
　第1回　６/25　予定
　第2回　10/８　予定
　第3回　２/４　予定

生徒支援コーディネーター研修の実施生徒支援コーディネーター研修の実施
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・人間関係づくりに関する専門的な
知識・技能を有する教員を増加させ
る。

【事業実績】
・人間関係づくり実践
　講座の実施8/17-18 
　受講者延べ57名　
　受講者評価4.9/5　　　

【事業実績】
・人間関係づくり実践
　講座
　「アクティブ・ラー
　　ニング環境を創る
　　ためのステップ」
　　等　（8/21）　
　　参加者26名

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・人間関係づくり実践講座
　７/29　予定

  教育相談に関する専門的な知識・
技能を要する教員を増加させる。

【事業実績】
・教育相談講座Ⅰの実
　施 6/8、10/13、
　11/14、1/6 
　受講者42名 
　受講者評価4.5/5
・教育相談講座Ⅱの実
　施6/2、10/3、
　11/9、12/5 
　受講者24名 
　受講者評価4.7/5
・緊急対応とその予防
　研修の実施7/14　
　受講者45名 
　受講者評価4.9/5
・教育相談推進講座の
　実施7/28 受講者48名　
　受講者評価4.6/5

【事業実績】
（心の教育センター）
・教育相談講座Ⅰの実
　施 6/14、10/9、
　11/30、1/28 
　受講者37名 
  受講者評価4.5/5
・教育相談講座Ⅱの実
　施6/8、10/2、11/1、
　12/6 
　受講者21名 
  受講者評価4.6/5
・緊急対応とその予防
　研修の実施10/12　
　受講者38名 
  受講者評価4.9/5
・教育相談推進講座は
　台風のため中止。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・教育相談講座Ⅰ(6/10、10/15、
　11/14、1/14 実施予定）
・教育相談講座Ⅱ(6/4、10/7、
　11/5、12/5実施予定）
・緊急対応とその予防研修（6/21
　実施予定）
・教育相談推進講座（8/21実施予
定）

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

教職員
の資質
能力の
向上

教職員 教育セン
ター専門
研修

【人間関係づくりに関する専
門研修の開催】
 ・人間関係づくり実践講座

教育委員会
教育セン

ター（平成
30年度、心
の教育セン
ターより業
務移管）

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

教職員
の資質
能力の
向上

教職員 心の教育
センター
専門研修

【教育相談に関する専門研修
の開催】
 ・教育相談講座Ⅰ・Ⅱ
 ・教育相談推進講座
 ・緊急対応とその予防研修

教育委員会
心の教育セ

ンター
教育セン

ター

人間関係づくりに関する専門研修の開催

教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催教育相談に関する専門研修の開催

人間関係づくりに関する専門研修の開催

教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催教育相談に関する専門研修の開催教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催教育相談に関する専門研修の開催
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　市町村、学校組合が主体となり市
町村、学校組合内における特別支援
教育学校コーディネーターの専門性
向上及び校種間連携が推進されて、
校種をまたいだ継続的な支援が行わ
れる。

【事業実績】
・平成28年度は44中学
　校区が研修会を実
  施。
（参加者253名　
　特別支援教育学校
　コーディネーター、
　管理職、養護教諭、
　市町村教育委員会
  等）
・平成29年度40中学校
　区で研修会を実施。
　（参加者239名）

【事業実績】
・平成30年度は21市町
　村,学校組合で実施。
（小80校、中54校より
　学校コーディネータ
　ー等が参加）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・令和元年度は13市町村で実施予
定。
　現在市町村と開催日時について
　調整中。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

教職員
の資質
能力の
向上

教職員 中学校区
特別支援
教育学校
コーディ
ネーター
連携充実
事業

　市町村、学校組合による特
別支援教育学校コーディネー
ターの専門性向上及び学校間
連携に向けた取組が県下全域
に普及、定着するよう、特別
支援教育地域コーディネー
ターが企画段階から参画しな
がら、各市町村、学校組合に
おいて連携協議会を実施す
る。（H30,31の2年間で全ての
市町村,学校組合で実施）

教育委員会
特別支援教

育課

　中学校区特別支援教育学校コー　　

　ディネーター連携充実事業
市町村等特別支援教育学校コーディネーター連絡協議会

　中学校区特別支援教育学校コー　　

　ディネーター連携充実事業
市町村等特別支援教育学校コーディネーター連絡協議会
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

教職員
子ども

みんなが
スター！
校内支援
力アップ
事業

・引き継ぎシート等のツールを活
　用した引き継ぎの実施　100％
・「個別の指導計画」を作成して
　いる学校の割合（公立小・中・
　高）　　100％
・校内研究の計画等にユニバーサ
　ルデザインの視点による授業づ
　くり等を位置づけ、実施100％

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

教職員
の資質
能力の
向上

  発達障害等のある児童生徒
が、その特性を踏まえた十分
な教育を受け、充実した学校
生活を送れるようチーム学校
として校内支援体制の一層の
充実を図るとともに、就学前
から高等学校卒業まで校種間
の連携により、切れ目のない
支援を実現する。特別支援教
育巡回アドバイザーを3地域に
配置し、3年間で県内すべての
市町村（小中学校）に対して
専門的な立場から支援を行
う。

教育委員会
特別支援教

育課

【事業実績】
・校内体制を充実させ
　るため、これまでの
　指定校での取組をま
　とめた「校内支援体
　制づくりガイドブッ
　ク」（Ｈ29.3作成）
　を県内全ての学校に
　配布。
・発達障害の診断・判
　断がある児童生徒の
　新1年生に対する「引
　き継ぎシート」等の
　ツールを活用した引
　き継ぎの実施割合。
　保幼→小…84.8％
　小→中…85.2％
　中→高…36.9％
・「個別の指導計画」
　を作成している学校
　の割合。
　小…95.0％　
　中…86.1％　　
　高…60.0％
・校内研究の計画等に
　ユニバーサルデザイ
　ンの視点による授業
　づくり等を位置づけ
  実施している学校の
　割合。
　小…83.0％　
  中…74.8％　　
　高…32.7％
・学校経営研究協議会　
　7校
（東部3校　中部1校　
　西部3校）に対し
　3回ずつ実施。
・特別支援教育巡回ア
　ドバイザーの学校訪
　問　
　3地域に425回
（東部150回　中部90回　
　西部185回）訪問。

【事業実績】
・H30年度段階で22市町
　村、学校組合を指定
　し、アドバイザーが
　支援を行ってきた。
・指定市町村、学校組
　合が設置する学校を
　中心にアドバイザー
　が小中学校を訪問、
　特別支援教育の視点
　から校内支援体制の
　機能化や校内支援会
　の運営、「個別の指
　導計画」の作成等に
　ついて支援を実施：
　計345回（東部管内
　97回、中部管内
　100回、
　西部管内148回）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・令和元年度は7市町村を指定。
　（小28校中13校が支援の対象）
　今年度末で高知市を除くすべて
　の市町村及び学校組合に対する
　アドバイザーによる支援を完了
　する予定。
・現在は各小中学校に対し、1回目
　の訪問を行い、今後の支援の
　方向性、スケジュール等を確認
中）

特別支援教育学校コーディネーター対象の研修会等の実施

みんながスター！校内支援力アップ事業

引き継ぎシート・個別の指導計画の作成及び活用促進

特別支援教育学校コーディネーター対象の研修会等の実施

みんながスター！校内支援力アップ事業

引き継ぎシート・個別の指導計画の作成及び活用促進
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　児童生徒の実態把握のための「い
じめアンケート」が、いじめの早期
発見、早期対応のための手段のひと
つとして定着し、学校の実情に応じ
た調査が行われている。

【事業実績】
・小中高特支学校にお
　いて、いじめアンケ
　ート調査を実施し、
　いじめを認知し、早
　期解決のための手段
　の一つとして活用で
　きた。
・年2回以上のアンケー
　ト実施率：99.4％

【事業実績】
　小中高特支学校にお
いて、いじめアンケー
ト調査を実施し、いじ
めを認知し、早期解決
のための手段の一つと
して活用できた。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　全小中高特支学校に向けて、いじ
めアンケート調査の年2回以上の実
施と、いじめの早期対応への手段と
して活用するよう依頼している。実
施状況調査も行う予定。

・全ての公立学校にスクールカウ
　ンセラー及びスクールソーシ
　ャルワーカーを配置する。

【事業実績】
・スクールカウンセ
　ラーを全公立学校に
　配置。スクールソー
　シャルワーカーを31
　市町村と15県立学校
　に配置し、チーフス
　クールソーシャルワ
　ーカーが未配置校に
　対応した。
・全公立学校で校内支
　援会が設置されてお
　り、専門人材の活用
　が進んでいる。

【事業実績】
・スクールカウンセ
　ラーを全公立学校に
　配置し、8市の教育
　支援センターにアウ
　トリーチ型スクール
　カウンセラーを配置
　した。また、スクー
　ルソーシャルワーカ
　ーを33市町村と21県
　立学校に配置し、未
　配置校についても、
　支援体制を整えてい
　る。
・各学校において、児
　童生徒に対する専門
　人材を活用した支援
　の充実が図られてい
　る。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・スクールカウンセラーを全公立
　学校に配置し、11市の教育支援
　センターにアウトリーチ型スク
　ールカウンセラーを配置した。
　また、スクールソーシャルワー
　カーを全市町村・学校組合と24
　県立学校に配置し、未配置校へ
　の支援体制を整えた。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の防止

いじめ
の実態
把握

子ども いじめア
ンケート

　定期的な「いじめアンケー
ト」による調査の実施と学校
の実情に応じた個別面談、日
記や家庭訪問によりいじめの
認知に努める。

教育委員会
人権教育課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の早期
発見

相談体
制の整
備・充
実

子ども
保護者
教職員

スクール
カウンセ
ラー等活
用事業

スクール
ソーシャ
ルワー
カー活用
事業

　児童生徒や保護者等のいじ
めをはじめとする人間関係の
不安や悩みに対して、臨床心
理や福祉等に関する専門的な
知識・技能を有する人材（ス
クールカウンセラーやスクー
ルソーシャルワーカー）を学
校に配置、または派遣し、教
育相談体制を充実させ、児童
生徒の問題行動等の未然防
止、早期発見、早期対応を図
る。

教育委員会
人権教育課

「いじめアンケート」の実施（年間２回以上）

教育相談活動の推進、教職員への研修の実施教育相談活動の推進、教職員への研修の実施

「いじめアンケート」の実施（年間２回以上）
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・心理や福祉の高度な専門性を
  有するSC等による教育相談活
  動の充実。
・相談担当者のスキルアップ。
・学校訪問支援による校内支援
　（教育相談）体制の充実。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の早期
発見

相談体
制の整
備・充
実

子ども
保護者
教職員

心の教育
センター
相談事業

【各種教育相談活動の実施】
　・来所相談
　・24時間電話相談
　・Ｅメール相談
　・出張教育相談
　・ふれんどるーむCoCo
　　(児童生徒の交流の場)
　・やまももの会(保護者の
　　交流の場)
　・学校訪問支援

教育委員会
心の教育セ

ンター

【事業実績】
・県内全児童生徒（小
　１～高３）への電話
　相談カード、相談チ
　ラシの配布（4月）、
　コンビニ・スーパー
　でのチラシの配布
（電話相談カード:
　82,210枚、チラ
　シ:90,000枚）
・来所相談、出張教育
　相談:受理件数
　372件、延2,734件
・24時間電話相談:
　958件
・メール相談:94件
・ふれんどるーむCoCo
　参加人数：子ども
　延189名、学生ボラン
　ティア延92名
・スマイルふれんど派
　遣回数：51回
・子育て講演会の実施
　6/11、12/9 
　参加者113名（託児
　利用15名）
・やまももの会の実施
　10回、参加者：
  延26名
・緊急事案への対応
　(学校等への派遣)
  75回(46回）
・関係機関との連携
　(支援会等への支援)
　89回

【事業実績】
・県内全児童生徒（小
　１～高３）への電話
　相談カード、相談チ
　ラシの配布（4月）、
　コンビニ・スーパー
　でのチラシの配布
（電話相談カード:
　79,090枚、チラ
　シ:85,000枚）
・来所相談、出張教育
　相談:受理件数
  465件、延1,993件
・24時間電話相談:
　1223件
・メール相談:63件
・こうち高校生LINE相
　談：延257件
・ふれんどるーむCoCo
　参加人数：
　子ども延83名、
　学生ボランティア
　延58名
・スマイルふれんど
  は、派遣対象者が
  なかったため実施
  なし。
・子育て講演会の実施
　6/9、12/8 
  参加者98名
 （託児利用17名）
・やまももの会の実施
　8回、参加者：延6名
・緊急事案への対応：
　31件87回
・関係機関との連携(支
　援会等への支援)121
回

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・県下全児童生徒（小１～高３）
　への電話相談カード、相談チラ
　シの配布（4月）、コンビニ・
　スーパーでのチラシの配布
　（電話相談カード:78,060枚、
　チラシ:82,000枚）
・来所相談、出張教育相談:受理
　件数50件、延94件
・24時間電話相談:162件
・メール相談:20件
・ふれんどるーむCoCo参加人数：
　子ども0名、学生ボランティア0名
・やまももの会参加人数：0名
　(H31.4月末現在）
・子育て講演会（6/1、11/30実施予
定）

教育相談活動（来所・電話・Ｅメール・訪問）及び児童生徒

・保護者の居場所（交流）づくり・学校訪問支援の実施

教育相談活動（来所・電話・Ｅメール・訪問）及び児童生徒

・保護者の居場所（交流）づくり・学校訪問支援の実施
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・各学校において、校内支援会が
　充実し、児童生徒や保護者の
　不安・悩みの解消に向けた組織
　的かつ計画的な支援が展開され
　ている。
・校内支援会議にSC・SSW等が参
　加し､それぞれの専門性を活か
　した支援が行われている。

【事業実績】
・重点支援校小学校10
　校への訪問支援の実
　施104回
・支援対象ケース数：
　延519 ケース
（不登校要因87、
  いじめ要因8、
  人間関係要因47、
  行動要因232、
  学習面要因67、
　虐待要因8、
  複合要因60、
  保護者対応10）

【事業実績】
・重点支援校10校(小学
　校5校・中学校3校・
　義務教育学校1校・高
　等学校1校）への訪問
　支援の実施103回
・支援対象ケース数：
　延515ケース
 （不登校要因173、
   いじめ要因17、
   人間関係要因23、
　 行動要因202、
   学習面要因10、
   虐待要因13、
　 複合要因62、
   保護者対応15）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・重点支援校15校(小学校８校・
　中学校５校・高等学校２校）
　中５校訪問
・支援対象ケース数：延23ケース
　（不登校要因4、いじめ要因1、
　人間関係要因0、行動要因12、
　学習面要因１、虐待要因0、
　複合要因5、保護者対応0）
・各学校の課題やニーズの把握
　及び個別事案に対する見立て
　や具体的支援策への助言を実施
　(H31.4月末現在）

・生徒にとって、相談ツールの選択
　肢が増え、気軽に相談につなげる
　ことができる。
・ＳＮＳ等を活用した相談体制を
　構築し、継続できるようにする。

【事業実績】 【事業実績】
・相談対象：公立高等
  学校全生徒及び希望
  する特別支援学校高
  等部の生徒
 （約13,000人）
・相談期間：90日
（前期8/24～10/22、
　後期12/21～1/19）
　午後6時から10時まで
　実施
・ＬＩＮＥによる双方
  向の相談
　友だち登録数240名、
　新規相談者数140名、
　延べ相談件数257件

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・相談対象：国公私立高等学校
　全生徒及び希望する特別支援
　学校高等部の生徒（約20,000人）
・相談期間：134日
　（第１期5/2～6/30、
　第２期8/15～9/30、
　第３期1/5～1/31）
　午後５時30分から９時30分まで
　実施
・ＬＩＮＥによる双方向の相談
・上記対象生徒へのＬＩＮＥ相談
　カード、相談チラシの配布
　（4月配付相談カード、
　チラシ:21,796枚）

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の早期
発見

相談体
制の整
備・充
実

子ども
保護者
教職員

校内支援
会活性化
事業

【重点支援校への支援】
  校内支援体制の確立・充実
をめざす県内小学校10校を重
点支援校として位置付け、毎
月の校内支援会に心の教育セ
ンターのSC、指導主事等を派
遣して、問題の解決に向けた
学校への支援を行う。

教育委員会
心の教育セ

ンター

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
への対
処

相談体
制の整
備・充
実

子ども ＳＮＳ等
を活用し
た相談体
制の構築
事業

  児童生徒のコミュニケー
ションツールが、電話やメー
ルからＳＮＳに変化している
ことへの対応として、ＳＮＳ
上での相談を実施する。その
上で、相談の集計、分析結果
をもとに効果と課題に関する
検証を行う。

人権教育課
心の教育セ

ンター

高校生へのＳＮＳでの相談を実施

重点支援校（小学校１０校）への定期的支援（校内支援会の活性化）の実施重点支援校（小学校１０校）への定期的支援（校内支援会の活性化）の実施

高校生へのＳＮＳでの相談を実施
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　各種相談への対応が、迅速かつ適
切に行われている。

【事業実績】
・児童相談所における
  相談件数
　中央児童相談所　   
　1,014件
　幡多児童相談所　  
　271件
　療育福祉センター
　相談部　　658件

【事業実績】
　子どもや保護者、市
町村・学校関係機関か
らの相談への対応が適
切に行われている。
【参考】
　児童相談所が受け付
けた児童相談実績
　H30年度
　中央児相：　1,667件
　幡多児相：　　324件

【事業実績】 【現在の進捗状況】
 子どもや保護者、市町村・学校関
係機関からの相談への対応が適切に
行われている。

　いじめ相談を受理した場合、内容
に応じて、各警察署や学校等と連携
しながら適切な対処にあたる。

【事業実績】
　平成29年１～12月
　ヤングテレホンへの
いじめ相談件数 10件
[内訳]
・助言による自己解決 
　4件
・関係機関(署含む)と
  の連携による解決     
　6件
※事件化なし

【事業実績】
  平成30年1～12月
　ヤングテレホンへの
いじめ相談件数　6件
[内訳]
・助言による自己解決 
　6件
※事件化なし　

【事業実績】 【現在の進捗状況】
 平成31年1～4月
　ヤングテレホンへのいじめ相談
　件数　1件
　[内訳]
　・助言による自己解決 1件
　　※事件化なし　

　緊急事案に対応できる学校の組織
体制が確立している。

【事業実績】
・緊急学校支援チーム
　を設置し、専門家チ
　ームの委員を委嘱
  し、派遣体制を整
　えた。
  平成29年度　
  派遣実績　37回

【事業実績】
・緊急学校支援チーム
　を設置し、専門家チ
　ームの委員を委嘱
　し、派遣体制を整
　えた。
　平成30年度
　派遣実績　22回

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・緊急学校支援チームを設置し、
　専門家チームの委員を委嘱し、
　派遣体制を整えた。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の早期
発見

相談体
制の整
備・充
実

子ども
保護者

児童相談
所等によ
る相談対
応

　児童相談所及び市町村の要
保護児童対策地域協議会等
が、学校等関係機関と連携を
図りつつ子どもや保護者から
の相談等に対応する。

知事部局
児童家庭課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
の早期
発見

相談体
制の整
備・充
実

子ども
保護者

電話相談 　相談専用電話「ヤングテレ
ホン」を通したいじめの早期
発見と早期対応

警察本部
少年女性

安全対策課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
への対
処

「緊急
学校支
援チー
ム」等
の派遣

子ども
保護者
教職員

いじめ問
題等の解
決に向け
た外部専
門家活用
事業

　専門家（弁護士1名、臨床心
理士3名、退職警察官1名、退
職教員3名）と県教育委員会事
務局職員による緊急学校支援
チームを組織し、公立学校に
おいて、児童生徒の生命に関
わる事案や学校が対応に苦慮
している事案に対して学校へ
派遣し、改善に向けた具体的
な対応等について、専門的な
見地から助言を行う。

教育委員会
人権教育課

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援

相談担当者のスキルアップ

学校等関係機関と連携強化を図りながら、

子どもや保護者からの相談等への適切な対応

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　児童生徒やその保護者の心の安定
を図るとともに、日常の学校生活へ
の回復に向けた助言を行う。

【事業実績】
平成29年1～12月
〇被害少年カウンセリ
　ングアドバイザーに
　よる
・スーパーバイズ　5回
・カウンセリング　1回
・担当者研修会　　4回
〇担当職員によるカウ
　ンセリング     11回
※暦年管理の数値で計
　上。　　

【事業実績】
平成30年1～12月
〇被害少年カウンセリ
　ングアドバイザーに
　よる
・スーパーバイズ　6回
〇担当職員によるカウ
　ンセリング      6回
※暦年管理の数値で計
　上。　
※いじめ以外の被害含
　む

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　平成31年1～4月
〇被害少年カウンセリングアド
　バイザーによる
　・スーパーバイズ　２回

　児童生徒が、インターネットを通
じて行われるいじめ・誹謗中傷を防
止し、かつ効果的に対処ができる。

【事業実績】
 平成29年1～12月
・情報モラル教室
　168回。
・保護者等への講演 
　66回。
※暦年管理の数値で計
　上。

【事業実績】
　平成30年1～12月
・情報モラル教室　
　161回。
・保護者等への講演 
　23回。
※暦年管理の数値で計
　上。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　平成31年1～4月
・情報モラル教室　
　92回。
・保護者等への講演 
　21回。

・本年度は全公立学校
　を対象
・中・高は年間６回検
　索
・小・特支校は年間３
  回検索

・本年度は全公立学校
　を対象
・中・高は年間７回検
　索
・小・特支校は年間４
  回検索

・学校ネットパトロ―ルを継続的
　に実施し、不適切な書き込み等
　が発見された場合、速やかに
　適切な対応ができる。
・リスクレベルの高い書き込みの
　検出数を減少させる。

【事業実績】
・学校ネットパトロー
　ルの実施。小学校、
　特別支援学校は年
　３回。中学校、高等
　学校は年６回実施し
　た。
・ネットトラブル防止
　のための啓発資料の
　配付　小学生用6回、
　中高生用6回

【事業実績】
・学校ネットパトロー
　ルの実施。小学校、
　特別支援学校は年
　４回。中学校、高等
　学校は年７回実施し
　ている。
・ネットトラブル防止
　のための啓発資料の
　配付　小学生用３
  回、中高生用３回

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・学校ネットパトロールを継続し
　て実施。小学校、特別支援学校
　は年３回。中学校、高等学校は
　年６回実施する。
・ネットトラブルの未然防止のた
　め、啓発資料の配付回数を増や
　す。

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
への対
処

「緊急
学校支
援チー
ム」等
の派遣

子ども
保護者
教職員

被害少年
対策加害
少年対策

・被害をうけた少年やその保
　護者の精神的なダメージの
　軽減
 ＊カウンセリングアドバイ
　ザーによる被害少年のカウ
　ンセリング
 ＊担当職員による被害少年の
　カウンセリング
・加害少年に対する立ち直り
　支援

警察本部
少年女性

安全対策課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
への対
処

イン
ター
ネット
上のい
じめへ
の対応

子ども
保護者
教職員

非行防止
教室相談

・ネットいじめに関する出前
　授業、講演の実施
・ネットいじめトラブルへの
　助言指導

警察本部
少年女性

安全対策課

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
への対
処

イン
ター
ネット
上のい
じめへ
の対応

子ども
教職員

学校ネッ
トパト
ロール

　児童生徒が学校非公式サイ
トやプロフ、ブログなどに誹
謗中傷の書き込み等が行われ
るネット上のいじめ等に巻き
込まれていないか監視を行
い、早期発見・早期対応につ
なげる。

教育委員会
人権教育課

学校非公式サイトやプロフ、ブログ、ＳＮＳなどの定期検索、

リスクが高い事案は24時間継続監視

被害少年に対するカウンセリングや

加害少年に対する立ち直り支援の充実

児童生徒・保護者・関係者に対する啓発

学校非公式サイトやプロフ、ブログ、ＳＮＳなどの定期検索、

リスクが高い事案は24時間継続監視
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対象 事業名
（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　教職員の情報モラルに関する認識
が高まり、人権の視点に留意し、
ICTを効果的に活用した授業が実践
されている。

【事業実績】
　初任者研修
［基礎研修Ⅵ］･･･
「教育の情報化」
「ICTの活用」
　（10/12）
　受講者数164名

【事業実績】
・新規採用養護教諭
　「基礎研修Ⅲ」、
　新規採用栄養教諭
　「基礎研修Ⅲ」、
　新規採用実習助手
　研修
  「基礎研修Ⅳ」：
　『教育の情報化』
　『ICTの活用』
　（10/1）参加者30名
・初任者研修［基礎研
　修Ⅴ］：『教育の情
　報化』『ICTの活用』
（10/18）参加者188名

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・新規採用養護教諭
　「基礎研修Ⅲ」、
　新規採用栄養教諭
　「基礎研修Ⅲ」、
　新規採用実習助手
　研修
  「基礎研修Ⅲ」：
　『教育の情報化』
　『ICTの活用』
　（10/29予定）
・初任者研修
　「基礎研修Ⅴ］：
　『教育の情報化』『ICTの活用』
　（10/31予定）

学校が
主体と
なって
進める
取組へ
の支援

いじめ
への対
処

イン
ター
ネット
上のい
じめへ
の対応

教職員 初任者研
修及び新
規採用者
研修

　効果的にICTを使用するため
に配慮すべきこと、個人情報
等の取扱い方、情報を取り扱
う際のルールやマナーなど情
報モラルに関する研修を行
う。

教育委員会
教育セン

ター

教育センター主催　初任者研修及び新規採用者研修

「教育の情報化」「ＩＣＴの活用」の開催

教育センター主催　初任者研修及び新規採用者研修

「教育の情報化」「ＩＣＴの活用」の開催
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室

・生徒指導体制の強化のため
　の児童生徒支援加配の効果
　的な配置。
・カウンセリング技術を持っ
　た養護教諭の効果的な配
　置。

【事業実績】
・各学校の実情に応
　じ、児童生徒支援
　加配の配置及び養
　護教諭の複数配置
　を適切に実施した。

【事業実績】
・各学校の実情に応
　じ、児童生徒支援
　加配等の配置及び
　養護教諭の複数配
　置を適切に実施し
　た。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・市町村教育委員会と密に
　情報共有を行い、各学校
　の実情に応じた児童生徒
　支援加配等の配置及び養
　護教諭の複数配置を適切
　に実施している。

・５校を引き続き指定
・専門家による学校訪　
　問、事業検証

・平成２９年度の事業検
　証に基づき成果が見え　
　やすい新任校長が配置
　された学校を新規に指
　定
・専門家による学校訪問
　事業検証

  校長のマネジメント力が向
上し、全ての学校において、
チーム学校としての組織的な
取組の充実が図られている。

県方針の内容

教職員が子どもと向き合
うことのできる体制の整
備

学校 教職員の
配置

　いじめ、不登校や暴力行
為等の問題が多く発生して
いる学校に、児童生徒支援
加配等の教員配置を行うな
ど、生徒指導体制を強化す
る。また、不登校やいじめ
等の問題行動が多く発生し
ている大規模学校には養護
教諭を複数配置し、児童生
徒の心理面のケアを行う体
制を整える。

教育委員会
小中学校課

教職員が子どもと向き合
うことのできる体制の整
備

教職員 学校経営
診断によ
る学校経
営の改善
に関する
研究

  5校を指定し、学校経営
診断カードを活用して客観
的分析データに基づいて学
校組織の現状や課題を把握
し、成果と課題を明確にす
ることで、組織的な学校経
営を進める方策を見出す学
校経営診断の研究を行う。

教育委員会
高等学校課

【事業実績】
・昨年度からの指定校
　2校（春野・宿工）
　に加え、新たに室
　戸、大方、宿毛の
　3校を研究指定校
　とする。
・昨年指定を受けた学
　校の校長を講師と
　し、今年度新たに
　指定校になる学校
　長へ学校経営診断
　の活用法について、
　事前説明会を実施
　（6月)｡
・「学校経営診断カー
　ド」によるアンケー
　トを実施（6月・12月
　予定）｡
・専門家（学校経営診
　断研究会）による分
　析・助言
　（7月・2月予定）
・2月末までに、実施
　報告書の提出予定｡

【事業実績】
・昨年度からの指定校
　2校（室戸・大方）
　に加え、新たに中
　芸、四万十、幡多
　農の3校を指定校
　とする。
・今年度新たに指定校
　になる学校長へ学校
　経営診断の活用法に
　ついて、説明会を実
　施（6月）
・「学校経営診断カー
　ド」によるアンケー
　トを実施（6月実施・
　12月実施）
・専門家（学校経営診
　断研究会）による分
　析を行うとともに、
　各指定校に訪問し、
　分析結果に基づく管
　理職との意見交換や
　教職員を対象とした
　校内研修会を開催す
　る。
（7月25日～27日実施・
　2月4・5日予定）
・2月末までに、実施
　報告書の提出。

【事業実績】 【現在の進捗状況】

学校の実情に応じた適材の配置学校の実情に応じた適材の配置

平成３０年度で終了
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・子どもたちの教育課題の解
　決のために、より多くの保
　護者がPTA活動に参画し、
　主体的なPTA活動が推進さ
　れている。
・PTA・教育行政研修会参加
　者の研修会に対する肯定
　的評価の割合:90％以上
・PTA・教育行政研修会参加
　後に、研修会で学んだこと
　を新たな取組につなげた単
　位PTAの割合：90％以上

教職員が子どもと向き合
うことのできる体制の整
備

子ども
保護者
教職員

スクール
カウンセ
ラー等活
用事業

スクール
ソーシャ
ルワー
カー活用
事業

【再掲】
教育委員会
人権教育課

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

PTAや地域の関
係団体との連携
促進

保護者
教職員
(小中・
義務教
育学校)

PTA・教
育行政研
修会

　子どもたちを取り巻く多
様な教育課題を解決するた
めに、県内７地区で教員・
保護者・行政職員（県・市
町村教育委員会）が一堂に
会して研修・協議を行い、
PTAとして組織的に取り組
む活動内容を考え行動化に
つなげる。

教育委員会
生涯学習課

【事業実績】
・PTA・教育行政研修会
　　 実施日　参加者数
安芸地区：5/27　 75名
幡多地区：7/2　 170名
吾川地区：7/15　 83名
高岡地区：7/29  155名
香美香南地区：8/19 96名
土長南国地区：9/2 124名
高知市：    3/9　30名　　　　　　　　
　　　7地区合計733名

【事業実績】
・PTA・教育行政研修会
　     実施日 参加者数
安芸地区：5/26　　64名
幡多地区：7/1　　242名　
吾川地区：7/14　　77名
高岡地区：7/29台風の為中
止
香美香南地区：6/30 99名
土長南国地区：8/25 103名
高知市：　　12/12 35名
　　　６地区合計 620名

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・PTA・教育行政研修会
　　　　　　実施予定日
　安芸地区：　　5/25
　幡多地区：　　6/30
　吾川地区：　　7/13
　高岡地区：　　7/27
　香美香南地区：7/6
　土長南国地区：8/24
　高知市：　　　未定

県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・育成員（保護者）、教員、
　行政、各関係機関が共通
　の課題認識をもち、連携
　して取り組める体制が構
　築されている。
・児童生徒の問題行動･不
　登校等生徒指導上の諸課
　題に関する調査において、
　不登校、暴力行為の状況
　を全国平均にまで改善さ
　れている。

【事業実績】
・高校生育成員地区連
　絡研修協議会
　　　 1回目参加者数
安芸地区:6/26  27名
幡多地区:6/23　56名
高知地区:6/12　61名　
香長地区:6/27  47名 
高吾地区:6/23　39名
特別支援学校部会:7/6 50
名
　　   ２回目参加者数
安芸地区:1/30　33名   
幡多地区:1/19　54名　
高知地区:1/12　24名　
香長地区:1/25　40名   
高吾地区:12/1　41名
特別支援学校部会:12/14 
60名

【事業実績】
・高校生育成員地区連
　絡研修協議会
　     1回目 参加者数
安芸地区:7/13  　37名
幡多地区:6/22　　51名
高知地区:6/14　　41名
香長地区:6/26    65名
高吾地区:6/22　  52名
特別支援学校部会:
         7/5      63名
  　　 ２回目 参加者数　
安芸地区:1/24   
幡多地区:1/18　　
高知地区:1/18　　
香長地区:1/22　   
高吾地区:11/30　　38名
特別支援学校部会:
         12/20    54名

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・高校生育成員地区連絡
  研修協議会
　　　1回目　
　安芸地区:6/27  
　幡多地区:6/21　
　高知地区:6/24　　
　香長地区:6/28   
　高吾地区:6/21　
　特別支援学校部会:7/5 

　児童生徒の問題行動･不登
校等生徒指導上の諸課題に関
する調査において、携帯電話
での誹謗中傷の発生率を、中
学校5％高等学校10％以下を
目指す。　

【事業実績】
・PTA研修講師派遣に
　ついて各学校に周
　知。
・PTA研修等からの講
　師依頼は27校。

【事業実績】
・PTA研修講師派遣に
　ついて各学校に周
　知。
・PTA研修等からの講
　師依頼は20校。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・市町村や学校に研修支援の
　案内を配付し、研修実施に
　向けて計画している。
・学校の教員も研修講師が
　できるように、研修内容
　のデータを学校に配付す
　る。

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

PTAや地域の関
係団体との連携
促進

保護者
教職員
(高等学
校)

高校生育
成員・教
育行政研
修会

　生活指導の一翼を担う高
校生育成員（保護者）の活
動のさらなる活性化ととも
に、育成員・教員・行政・
各関係機関が一体となって
課題解決に取り組める体制
を構築し、現状の改善を図
る。（5地区で開催予定）

教育委員会
生涯学習課

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

PTAや地域の関
係団体との連携
促進

教職員
保護者

PTA人権
教育研修
会支援事
業

　PTA会員等が、喫緊の人
権課題や社会の変化に伴う
新たな人権課題に対する理
解と認識を深めることをめ
ざし、PTAが実施する人権
教育研修会等を支援するこ
とで、地域ぐるみで子ども
を見守る体制づくりにつな
げる。

教育委員会
人権教育課

３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実

いじめやネットの問題をテーマにしたPTA研修への講師派遣

３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実

いじめやネットの問題をテーマにしたPTA研修への講師派遣
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・児童相談所や教育支援セン
　ターなど、児童生徒や保護
　者の教育相談機関が相互の
　役割について共通理解を図
　り、より効果的な支援ネッ
　トワークを構築する。

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

PTAや地域の関
係団体との連携
促進

各関係
機関職
員等

教育相談
関係機関
連絡協議
会

高知県教
育支援セ
ンター連
絡協議会

　教育や福祉、医療など、
児童生徒や保護者の抱える
課題に対して教育相談や支
援を実施する県内各地の関
係機関や支援担当者等が、
最新の情報を共有するとと
もに、研究協議を行うこと
で、関係機関相互の連携を
深め、効果的な支援につな
げる。

教育委員会
心の教育セン

ター

【事業実績】
・教育支援センター連
　絡協議会　
＜第1回＞5/8
講話
「教育支援センターの
役割」、課題別協議
＜第2回＞11/24
講話
「特別な支援の必要な
子どもに寄り添いなが
ら」、グループ協議
＜第3回＞2/8
講話
「教育支援センターに
求められること」、グ
ループ協議
参加者：24機関、延111
名  
・教育相談関係機関連
　絡協議会　
＜第1回＞5/31
「関係機関の相互の連
携の在り方について」
　協議
＜第2回＞3/2
「相談の受理及び支援
の流れについて」
　情報交換と協議　
参加機関：9機関

【事業実績】
・教育支援センター連
　絡協議会　
＜第1回＞5/9
情報提供
「教育支援センターの役
割」等、課題別協議　
参加者：24機関41名
＜第2回＞11/16
講話「保護者への理解と
支援の在り方」
参加者：21機関31名
＜第3回＞2/8
講話「学校に行きにくい
子どもたちの理解と支
援」、グループ協議
参加者：21機関36名
延108名

・教育相談関係機関連
　絡協議会
＜第1回＞6/22
心の教育センターの相談
業務の現状報告、
「SNS等を活用した相談
体制の構築事業」につい
て、関係機関相互の連携
の在り方について情報交
換及び協議　
参加者:9機関13名
＜第2回＞12/5
「こうち高校生LINE相
談」第1期の実施状況報
告、関係機関相互の連携
の在り方について情報交
換及び協議　
参加者9機関9名

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・教育支援センター連絡協議
会　
＜第1回＞
　5/9情報提供「教育支援セ
ンターの役割」等、課題別協
議　
　参加者：23機関53名

・教育相談関係機関連絡協議
会（6月開催予定）

高知県教育支援センター連絡協議会の開催

教育相談関係機関連絡協議会の開催

高知県教育支援センター連絡協議会の開催

教育相談関係機関連絡協議会の開催
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

指定校の取組に対する指
導・助言
地教行法の改正に伴う教
育委員会規則等の見直し
平成３０年度からの設置
に向けた準備(以上高等）

設置校の取組に対する指
導・助言(高等）

設置校の取組に対する指
導・助言(高等）

（小中学校課）
　保護者・地域住民等への学
校運営に関する情報を積極的
に発信し、保護者・地域住民
のニーズを迅速かつ的確に学
校運営に反映させることで、
子どもたちの社会性を育むと
ともに学校と連携しながら地
域全体で子どもたちを見守り
育てる体制を構築する。

（高等学校課）
　各校において、保護者・地
域住民等への学校運営に関す
る情報を発信するとともに、
保護者・地域住民等のニーズ
を迅速かつ的確に学校運営に
反映させる。

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

地域とともにあ
る学校づくり

教職員
保護者
子ども

学校運営
協議会
開かれた
学校づく
り

　保護者及び地域住民等が
学校運営に参画することに
より、そのニーズを迅速か
つ的確に学校運営に反映さ
せるとともに、学校、家庭
及び地域社会がそれぞれの
役割を果たしながら相互に
連携し、一体となって子ど
もたちの教育に取り組む。 

教育委員会
小中学校課
高等学校課

特別支援教育
課

【事業実績】
（小中学校課）
学校運営協議会指定状
況
◆指定校数42校
(H29.4.1現在）
◆平成29年度市町村教
　育委員会連合会研修
　会（10/13)
  講話
「開かれた学校から地
　域とともにある学校
　へ」
 講師：木村直人参事官
      （文部科学省）
◆メールマガジンに
　よる情報発信
　9月号・10月号・
　12月号

（高等学校課）
　指定校（1校）につい
て、委員を任命すると
ともに、第1回協議会を
6/19に実施。第2回協議
会を11/13に実施予定。

【事業実績】
（小中学校課）
学校運営協議会設置状況
◆設置校数49校
　(H30.4.1現在）
◆メールマガジンに
　よる情報発信
　6月号・7月号・
　9月号・10月号・
　11月号
◆コミュニティ・ス
　クール導入に向け
　た参考ガイドの作成

(高等学校課）
　大方高校に学校運営協
議会を設置することと
し、委員を任命（10名、
任期2年）した。
　第1回協議会を6月19日
に開催。
　第2回協議会を11月27
日に開催。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
（小中学校課）
　今年度から２年間指定とし
て、３地域（北川村・大川
村・三原村）で、「中山間地
域における特色ある学校づく
り推進事業」に取り組む。事
業内容としては、コミュニ
ティ・スクールを活用し、義
務教育学校等、次世代の特色
ある学校づくりを目指す市町
村教育委員会に対して支援を
行うことで、学校と地域との
連携・協働によりチーム学校
として教育活動を充実させる
とともに、開かれた教育課程
の実現を目指すための体制整
備に取り組んでいる。

（高等学校課）
　新たに４校（嶺北、西土
佐、室戸、佐川）設置するこ
ととし、各校２～３回/年の
協議会を開催する予定。（設
置校数：５校）
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・本年度の指定地域はな
い。【事業実績】
・本年度の地域指定は
　ない。

【事業実績】
・本年度の地域指定は
　ない。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・本年度の地域指定は
　ない。

・学校と地域の連携により、
　放課後において子どもた
　ちがより安全で健やかに
　育まれるとともに、放課
　後の学びの場において、
　子どもたちが学ぶ力を身
　につける風土ができてい
　る。

【事業実績】
・放課後児童クラブや
　放課後子ども教室の
　実施校率
（小学校）：94.3％
（H29)
・放課後学びの場にお
　ける学習支援の実施
　率：98.4％（H29)
・放課後学びの場にお
　ける体験活動の実施
　率：85.8％（H29)

【事業実績】
・放課後児童クラブや
　放課後子ども教室の
　実施校率
（小学校）：95.8％
（H30)
・放課後学びの場にお
　ける学習支援の実施
　率：98.1％（H30)
・放課後学びの場にお
　ける体験活動の実施
　率：87.0％（H30)

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○放課後児童クラブや放課
　後子ども教室の設置促進
・活動内容の充実
・児童クラブ180カ所、子ど
　も教室145カ所で運営等の
　補助予定
○人材育成・確保
・安全安心な居場所づくり
　を目的とした研修実施
　安全・安心（防災）研修
　　3カ所（6月）など

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

地域とともにあ
る学校づくり

子ども
教員
(保護
者)

人権教育
研究推進
事業

【人権教育総合推進地域事
　業】
　学校、家庭、地域社会が
一体となった人権教育の総
合的な取組を教育委員会と
の連携・協力の下で推進
し、地域全体で人権意識を
培い、人権尊重の精神を高
め、一人一人を大切にした
教育の充実に資する研究を
実施する。

教育委員会
人権教育課

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

地域ぐるみで子
どもの育ちを支
援する体制づく
り

子ども 新・放課
後子ども
プラン

　地域社会の中で、放課後
や週末等に子どもたちが安
全で安心して健やかに育ま
れるよう、また、保護者が
安心して働きながら子育て
ができるよう、放課後児童
クラブや放課後子ども教室
等の居場所を設け、地域の
多くの方々の参画を得て、
様々な体験・交流・学習活
動の機会を提供する。 教育委員会

生涯学習課

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

放課後の子どもたちの安全で健やかな居場所づくりと

地域の実情に応じた放課後学びの場の充実

放課後の子どもたちの安全で健やかな居場所づくりと

地域の実情に応じた放課後学びの場の充実

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

  全ての市町村において、学
校や地域の実情に応じて、地
域の方が学校の様々な活動に
参画し、地域全体で子どもた
ちを見守り育てる仕組みが構
築されている。

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

地域ぐるみで子
どもの育ちを支
援する体制づく
り

学校 地域学校
協働活動
推進事業

　地域住民が学校の教育活
動を支援する取組を組織的
なものとすることで、さら
なる学校教育の充実ととも
に、生涯学習社会の実現、
地域の教育力の向上を図
り、学校・家庭・地域が一
体となり、地域ぐるみで子
どもたちを見守り育てる体
制づくりを推進する。

教育委員会
生涯学習課

【事業実績】
・学校支援ボランティ
　アの仕組みにより、
　保護者や地域の人が
　学校における教育活
　動や様々な活動に参
　画してくれる学校の
　割合
（小学校）84.0％
（中学校）76.7％
（H29)
・地域学校協働本部が
　設置された学校数
（小学校）114校
（中学校）73校
（義務教育学校）2校
（H29)
・本部事業の実施によ
　り子どもたちの自尊
　感情の向上につなが
　ったと評価した学校
　の割合
  82.3％（H29）
・民生・児童委員の地
　域学校協働本部活動
　への参画率  
　95.3％（H29)

【事業実績】
・地域学校協働活動回
　数：28,308回/年
（H30）
・地域学校協働本部が
　設置された学校数
（小学校）154校
（中学校）86校
（義務教育学校）2校
（H30)
・本部事業の実施によ
　り子どもたちの自尊
　感情の向上につなが
　ったと評価した学校
　の割合88.9％（H30）
・民生・児童委員の地
　域学校協働本部活動
　への参画率 97.8％
　（H30)

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○地域学校協働本部の設置
　促進・活動内容の充実
・33市町村138本部への運営
　等補助
・県立高校（6本部）での
　実施
・学校地域連携推進担当指
　導主事による訪問支援
○高知県版地域学校協働本
　部への展開
・実施校への取組支援
・全ての市町村において、
　民生・児童委員の参画に
　よる見守り体制を強化し
　た高知県版地域学校協働
　本部の取組を実施
○人材育成・確保
・高知県地域学校協働活動
　研修会　1回（7月）
・地域コーディネーター研
　修会　3回（6,8,9月）

学校・家庭・地域が一体となり地域ぐるみで子どもたちを見守り育てる

体制づくりの推進

学校・家庭・地域が一体となり地域ぐるみで子どもたちを見守り育てる

体制づくりの推進
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　学校と民生・児童委員等、
家庭が連携した見守りの仕組
みが構築されている。

　児童や家庭にとって安心で
きる居場所の一つとして認知
され、地域の見守りなどの健
全育成につながっている。

【事業実績】
  室戸市、安芸市、日
高村、佐川町（2組
織）、黒潮町が料理教
室や手芸教室等を実施

【事業実績】
  室戸市、安芸市、日高
村、佐川町（2組織）、
黒潮町が料理教室や工作
教室等を実施

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　室戸市、安芸市、日高村、
佐川町（2組織）、黒潮町に
ある児童館を拠点として、料
理教室や工作教室等を実施予
定

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

地域ぐるみで子
どもの育ちを支
援する体制づく
り

小学校
保護者

民生・児
童委員及
び主任児
童委員に
よる地域
の見守り
活動の推
進

　県内各小学校で行われる
就学時健康診断時や入学説
明会、入学式などで、保護
者に対し地元で相談を受け
てもらえる民生・児童委員
及び主任児童委員を紹介す
ることをきっかけにして、
小学校単位での子どもや家
庭を見守る仕組みづくりに
つなげていく。

知事部局
児童家庭課

【事業実績】
○自己紹介を実施
　県内全公立小学校：
　80校／194校
　実施率41.2％
（うち児童数100人
　以上：36校／83校）
　実施率43.4％
○民生・児童委員紹
　介チラシの配布：
　49校
［参考］
○学校支援地域本部が
　設置されている小学
　校（義務教育学校を
　含む）116校／194校
○民生・児童委員等の
　自己紹介、リーフレ
　ット等の配布等を実
　施又は学校支援地域
　本部を設置している
　小学校
　168校／194校　
　86.6％

【事業実績】
○入学式等での自己紹
　介又は民生・児童委
　員紹介チラシの配布
　県内全公立小学校：
　121校／192校
　実施率63.0％

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○入学式等における自己
　紹介の実施
○民生委員・児童委員紹介
　チラシの配布

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

地域ぐるみで子
どもの育ちを支
援する体制づく
り

子ども 児童厚生
施設活動
支援事業

　児童の福祉の増進に資す
ることを目的として、児童
館等で家庭児童の健全な育
成を図り、母親等地域住民
の積極的参加による地域活
動の促進を図るため、補助
事業者が行う地域組織（母
親クラブ等）の活動を支援
する。

知事部局
児童家庭課

就学時健康診断時、入学式等で民生・児童委員等の紹介

及び紹介チラシの配布

上記取組をきっかけにして、

各小学校の状況に応じた地域の見守り活動につなげる

児童館等を拠点として活動する地域組織（母親クラブ等）への支援児童館等を拠点として活動する地域組織（母親クラブ等）への支援

33



対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・子ども食堂実施箇所数
　90箇所
・子ども食堂が、地域にお
　ける居場所・見守りの場
　として、定着している。

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

地域ぐるみで子
どもの育ちを支
援する体制づく
り

子ども
保護者

子どもの
居場所づ
くり推進
事業

　食事の提供を通じて、子
どもや保護者の居場所とな
る「子ども食堂」の取組を
支援し、県内全域への拡大
を図っていく。

知事部局
児童家庭課

【事業実績】
［寄附金の実績］
　48件・3,882,325円
［高知家子ども食堂
　登録制度への登録
　実績］
　24団体28箇所
［子ども食堂支援事
　業費補助金］
　17団体21箇所
　3,020千円
［主な取組］
・開設・運営手引き書
　の作成
・開設準備講座の開催
　（5箇所）
・子どもの居場所づく
　りネットワーク会議
　の開催（4回）

【事業実績】
［子ども食堂の開設
　数］（累計）
　10市9町・57団体
　68箇所
［寄附金の実績］
　46件・5,601,753円
［高知家子ども食堂
　登録制度への登録
　実績］（累計）
　38団体44箇所
［子ども食堂支援事
　業費補助金］
　26団体32箇所
　3,664千円
［主な取組］
・食材支援体制の構
　築
・開設準備講座の開
　催（5箇所）
・子どもの居場所づ
　くりネットワーク
　会議の開催（4回）
・ボランティア養成
　講座の開催（5回）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
［子ども食堂の開設数］（累
計）
　10市9町・58団体70箇所
［寄附金の実績］
　4件・105,000円
［高知家子ども食堂登録制度
への登録実績］（累計）
　39団体45箇所
［子ども食堂支援事業費補助
金］
　21団体26箇所・3,244千円

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・保育所保育指針・幼稚園
　教育要領等に基づく教育
　・保育についての理解が
　深まるとともに、自主的
　・計画的な園内研修が実
　施されている。
・研修の中核となる職員が
　育ち、園内及び園や市町
　村を超えた実践研修や公
　開保育が定期的に行われ
　ている。

【事業実績】
・園内研修支援79園
　241回
（H30.3月末現在）

　うちブロック別研修
支援では、13回のブ
ロック別研修会を実施
し、ミドルリーダーに
よるグループ協議の進
行等を行っている。ま
た、ミドル受講者代表
の運営による公開保育
も4回行った。

【事業実績】
・園内研修支援 総計380回 
延べ79園
（園内研・ブロック研・
キャリアアップ研）

　うちブロック別研修支援
は２年間の継続事業とし、
１年目園の公開保育ではミ
ドルリーダーの進行等によ
るグループ協議を行い、２
年目園ではミドルリーダー
の運営による保育協議を実
施した。
・１年目園公開保育 13園
14回
・２年目園ミドル公開保育 
8園 11回

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・園内研修 5園 5回
（R1.5.7現在）

　うちブロック別研修支援で
は、13回の公開保育を予定
し、ミドルリーダーによるグ
ループ協議の進行等を行うよ
うにしている。

　市町村が設置するいじめ防
止対策のための組織に、弁護
士、医師、心理や福祉の専門
家等を構成員として入れるこ
とができる体制を整備する。

【事業実績】
  いじめ防止対策推進
法に基づいて市町村が
調査組織等を設置する
際、関係する職能団体
を紹介したり、設置及
び設置後の対応につい
て助言や支援を行っ
た。

【事業実績】
  いじめ防止対策推進法
に基づいて市町村が調査
組織等を設置する際、関
係する職能団体を紹介し
たり、設置及び設置後の
対応について助言や支援
を行った。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
 よりよい外部機関専門家等
との連携を市町村においても
促進するため、県が設置する
いじめ防止対策のための組織
の運用状況の情報を提供する
などして、適切 な対応がな
されるよう支援している。

学校・
家庭・
地域・
関係機
関が連
携した
取組の
促進

就学前教育にお
けるいじめの問
題への取組の推
進

保育者 園内研修
支援事業

【園内研修支援】
　自主的・計画的な園内研
修が行われるようにするた
め、幼保支援課指導主事、
幼保支援アドバイザーを派
遣し、保育所・幼稚園等が
実施する園内研修の支援を
行う。

【ブロック別研修支援】
　ブロック内における主体
的な実践研修のためのネッ
トワーク化の推進と、園内
研修の企画・立案・運営を
行うミドル職員を育成する
ために、県内13ブロックに
おける「ブロック別研修
会」を開催する。

教育委員会
幼保支援課

市町村教育委員会との連
携と支援

市町村
教育委
員会

関係機
関・団体
に対す
る、いじ
め防止対
策推進法
に基づき
市町村等
が設置す
る組織へ
の参画依
頼

　民生委員児童委員協議会
連合会、弁護士会、医師
会、臨床心理士会に対し
て、いじめ防止対策推進法
に基づき市町村等が設置す
る組織について、構成員に
外部専門家を入れる場合の
窓口紹介を依頼する。

教育委員会
人権教育課

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

園内研修の実施園内研修の実施

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

（小中学校課）
　自己評価、学校関係者
評価の実施評価結果の
公表
（高等学校課）
・事項評価、学校関係者
評価の実施、評価結果の
公表
・学校経営計画とリンクし
た学校評価について検討

（小中学校課）
　各校の学校経営構想図
とリンクした学校評価項目
の研究
（高等学校課）
・事項評価、学校関係者
評価の実施、評価結果の
公表
・学校経営計画とリンクし
た学校評価について様
式・内容等について改善

（高等学校課）
・事項評価、学校関係者
評価の実施、評価結果の
公表
・学校経営計画とリンク
した学校評価について様
式・内容等について改善

（小中学校課）
　学校評価を活用し、各学校
のPDCAサイクルに基づく組織
的なマネジメント力を高め、
取組がより成果に結びつくよ
う推進する。

(高等学校課）
　各学校において、学校評価
を活用し、学校教育の改善・
充実の好循環を生み出す「カ
リキュラム・マネジメント」
の実現を図る。

学校評価の留意点 教職員
保護者
地域

学校評価 　学校の現状と課題につい
て学校と保護者・地域住民
等の共通理解を深め、相互
の信頼関係や連携・協働を
促すコミュニケーション
ツールとして、また、教育
活動その他の学校運営の改
善を目的とした学校と保護
者や地域住民との協働の場
として、学校評価を活用す
る。

教育委員会
小中学校課
高等学校課

特別支援教育
課

【事業実績】
（小中学校課）
○「学校経営計画」の
　提出
　・当初　　5月 2日　
　・中間　　9月13日
　・年度末　3月 9日

(高等学校課）
　学校経営計画とリン
クした学校評価の様式
等について検討

【事業実績】
（小中学校課）
○「学校経営計画」の
　提出
　・当初　　5月 2日　
　・中間　　9月14日
　・年度末  3月 8日

　全小中学校からの「学
校経営計画」の提出率は
100％である。

（高等学校課）
　学校経営計画とリンク
した学校評価の様式に改
訂
　・当初　 　4月 6日
　・中間　  10月18日
　・年度末   3月15日

【事業実績】 【現在の進捗状況】
（小中学校課）
○各学校において、「平成
　31年度学校経営計画」を
　作成し、５月８日までに
　各教育事務所に提出。

（高等学校課）
　学校経営計画の提出
　　当初：４月５日
　　中間：10月18日
　　年度末：３月30日
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

「高知県いじめ防止基本方
針」（H29年度改訂）啓発
リーフレットを活用して、
PTA研修等あらゆる機会を通
じて広報啓発に努める。

【事業実績】
・県立学校の管理職、
　市町村（学校組合）
　教育委員会担当者、
　国立・私立学校管
　理職等に対して、
　「高知県いじめ防
　止基本方針」の改
　定に関する説明会
　を実施
　11月20日（月）
　11月20日（月）
　12月 1日（金）

【事業実績】
・ＰＴＡ研修や校内研
　修、生徒指導主事会
　等にて、啓発リーフ
　レットを活用し、県
　のいじめ防止基本方
　針の基本理念や改定
　したところなどを周
　知した。
・教職員、児童生徒及
　び保護者に対してい
　じめ防止対策の周知
　徹底が図れるよう市
　町村委員会や学校等
　へ文書で求めた。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　作成しているいじめ予防等
プログラムに位置づけている
教職員、保護者、地域用の研
修プログラムを、PTAや地域
主催の会等で実施して受け
取った意見や感想をもとにプ
ラグラム内容の改良、修正を
行っている。完成後県内の学
校へ配付予定。

教職員
保護者

PTA人権
教育研修
会支援事
業

教育委員会
人権教育課

県民のいじめ問題への関
心を高め、正しい理解を
深める取組の推進 【再掲】

県民のいじめ問題への関
心を高め、正しい理解を
深める取組の推進

子ども
教職員
保護者
一般県
民

いじめ防
止子ども
サミット 【再掲】

知事部局
教育委員会
警察本部

県民のいじめ問題への関
心を高め、正しい理解を
深める取組の推進

一般県
民

「高知県
いじめ防
止基本方
針」につ
いての啓
発活動

　保護者や地域住民など県
民に広く、県のいじめ防止
基本方針やいじめ防止等の
取組についての理解を促す
よう、啓発リーフレットを
作製・配布し、広報啓発の
充実を図る。

教育委員会
人権教育課

「高知県いじめ防止基本方針」の広報啓発「高知県いじめ防止基本方針」の広報啓発

37



対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　県民の「子どもの人権問
題」に対する正しい理解と認
識が高まる。

【事業実績】
  12月10日（日）に高
知市中央公園で開催
し、約8,000人の来場者
があった。来場者アン
ケートでは「イベント
に参加して、人権問題
への関心や理解は深
まったか」について
「大変深まった」及び
「深まった」との回答
が88.6%であった。ま
た、「日常生活で身近
に感じる人権課題」を
訪ねる設問では「子ど
もの人権」をあげたも
のが18.3%であった。

【事業実績】
 12月９日（日）に高知
市中央公園で開催し、約
8,000人の来場者があっ
た。
　来場者アンケート（回
答数466人）では、「イ
ベントに参加して、人権
問題への関心や理解は深
まったか」について「大
変深まった」及び「深
まった」との回答が92%
であった。また、「日常
生活で身近に感じる人権
課題」を訪ねる設問では
「障害者」をあげたもの
が19%、「子ども」
17％、「高齢者」15%で
あった。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
 12月８日（日）に高知市中
央公園で開催予定

　県民の「子どもの人権問
題」に対する正しい認識や知
識を身につけることで、子ど
もへの人権侵害の防止につな
がる。

【事業実績】
  全5回開催。これまで
３回実施したうち、①
「いじめ」問題に関連
して第1回講演会「なぜ
私が？一生消えない
ネットの書き込み」に
61人参加。②「子ども
の人権」としては11月
19日に映画「隣る人」
上映会と講演会を実施
し110人参加。また、参
加者アンケートの結果
は人権課題への理解が
「（大いに）深まっ
た」との回答は①100％
で、②93.2%であった。

【事業実績】
 「子ども（いじめ）」
をテーマとする実績な
し。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　県内４回実施予定

県民のいじめ問題への関
心を高め、正しい理解を
深める取組の推進

一般県
民

人権啓発
フェス
ティバル
開催事業

【じんけんふれあいフェ
　スタ】
　身のまわりにある、さま
ざまな人権問題について、
県民に理解と関心を深めて
もらうとともに、一人一人
が人権問題の解決に向けて
自らの課題として取り組め
るよう、「人権週間（12月
４日～10日）」を周知する
とともに、その期間中に高
知市中央公園において、関
係課や団体が協力して県民
参加型の人権啓発に関する
イベントを開催している。

知事部局
人権課

県民のいじめ問題への関
心を高め、正しい理解を
深める取組の推進

一般県
民

人権啓発
研修企業
リーダー
養成講座
開催事業

【人権啓発研修ハートフル
　セミナー】
　人権啓発にかかわる研修
講座を開催し、人権問題に
対する興味関心を高め、人
権尊重の職場づくり・地域
社会づくりに資する人材育
成を行っている。具体的に
は、県人権施策基本方針―
第1次改定版―で記載して
いる個別の人権課題につい
て、年5講座（テーマとし
ては５課題）開催してい
る。

知事部局
人権課

関係課や団体と協力・連携した「じんけんふれあいフェスタ」の開催

「人権啓発研修ハートフルセミナー」の開催
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　身近なスポーツを通じた人
権啓発の取組により「子ども
の人権問題」を身近な問題と
してとらえる県民が多くな
る。

【事業実績】

県民のいじめ問題への関
心を高め、正しい理解を
深める取組の推進

一般県
民
子ども
保護者

スポーツ
組織等と
連携・協
力した人
権啓発活
動事業

【スポーツ組織等との協
　働イベント】
　いじめなどの県民に身近
な人権問題に関心を持って
もらい、理解と認識を深め
てもらうため、県内のス
ポーツ組織と連携協力して
人権啓発に関する取組を
行っている。具体的には、
冠協賛試合での人権啓発PR
とスポーツ教室を実施して
いる。

知事部局
人権課

【事業実績】
・9/10高知県・（公
　財）高知県人権啓発
　センター冠協賛野球
　試合「子どもの人権
　啓発ゲーム」　高知
　ファイティグドッグ
　スＶＳ香川オリーブ
　ガイナーズ高知球場
　（参加者402人）
　来場者アンケートの
　結果は「子どもの人
　権について関心や理
　解が（大変）深まっ
　た」と回答した割合
　85.2％であった。
・7/2人権野球教室　
　高知市(104人）
・人権サッカー教室　
　黒潮町
 　8/5（109人）
　11/12（110人）
　高知市
　12/17（61人）
　12/23（55人）
　12/26（86人）
　香南市
　2/18（53人）
　参加者アンケートの
　結果は「『じんけん
　○×』で学んだこと
　はあるか」について
　「（とても）あっ
　た」と回答した割合
　は平均90%であった。

【事業実績】
・9/14「四国アイラン
　ドリーグplus2018　
　冠協賛試合『じん
　けん啓発DAY』高知
　ファイティングドッ
　グス対徳島インディ
　ゴソックスを高知球
　場で開催（来場者807　
　人）
  来場者アンケートの
　結果は「人権問題に
　ついて関心や理解が
　（大変）深まった」
　と回答した割合は
　67.9％であった。

・人権野球教室２回　
　10/27高知球場 (60
　人）、２/23越知町民
　会館（51人）、
・人権サッカー教室４回
　12/10高知市立はりま
　や橋小学校(57人）、
　12/20高知市立旭小学
　校（80人）、2/16南国
　市吾岡山公園（26
　人）、2/17越知町民総
　合運動場（27人）
　参加者アンケートの
　結果は「『じんけん
　○×』で学んだこと
　はあるか」について
　「（とても）あっ
　た」と回答した割合
　は平均85.7%であっ
　た。（６回実施分）

【現在の進捗状況】
・７月19日冠協賛試合を高知
　球場で開催予定
　（高知ファイティング
　ドッグス協賛）

・人権サッカー教室２回
　実施予定（高知ユナイ
　テッドＳＣ）

・人権野球教室２回実施
　予定（高知ファイティ
　ングドッグス）

スポーツ組織等との協働イベントの実施
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　人権教育研修会に各学校の
教員が参加し、人権研修に対
する知識を深めるとともに、
日々の生徒指導に生かしてい
く。

【事業実績】
○学校訪問による助言
　指導定期訪問
　年4回
（１学校当たり） 
　延べ40回
　要請等によるもの
　延べ5回

○研修会の実施　
　年3回　
（管理職研修、人権教
　育基礎講座、人権教
　育主任研修）
　参加者延べ82名

【事業実績】
○学校訪問による助言
・指導定期訪問
　年4回
（１学校当たり）
　延べ40回
・要請等によるもの
　延べ5回

○研修会の実施　
　年3回
　6月1日管理職研修
（25名）
　8月6日基礎研修講座
（65人）
  10月11日人権教育主任
　研修(10名）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
  研修への参加者は増加傾向
にあり、私立学校における人
権教育への理解と重要性の認
識が進んでいる

　児童生徒のいじめ防止等の
意識を高める。

【事業実績】
　平成29年1～12月
　（私学のみ）
・いじめ防止教室
　1校5回。
・情報モラル教室
　3校3回。
※暦年管理の数値で計
　上。

【事業実績】
　平成30年1～12月
　（私学のみ）
・いじめ防止教
　1校4回。
・情報モラル教室
　6校7回。
※暦年管理の数値で計
　上

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　平成31年1～4月
　（私学のみ）
・いじめ防止教室
　0校0回。
・情報モラル教室
　2校3回。

私立学
校に対
する支
援

人権教育の推進 教職員
(子ど
も)

私立学校
人権教育
指導業務
委託事業

　私立学校における人権教
育の推進を図るため、学校
訪問による助言・指導や研
修会の開催等の人権教育指
導業務を(公財)高知県人権
啓発センターに委託する。

知事部局
私学・大学支

援課

私立学
校に対
する支
援

いじめ防止等の
取組の推進

子ども
保護者
教職員

心の教育
センター
相談事業 【再掲】

教育委員会
心の教育セン

ター

私立学
校に対
する支
援

いじめ防止等の
取組の推進

子ども
保護者

出前教
室・講演

　いじめ防止教室、ネット
いじめに関する出前授業、
講演の開催

警察本部
少年女性
安全対策課

私立学校における人権教育指導業務の委託

児童生徒・保護者に対する啓発

私立学校における人権教育指導業務の委託
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対象
事業名

（取組名） 取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和元年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　人権教育推進に取組みやす
い（研修等に参加しやすい）
環境の整備

【現在の進捗状況】
・全ての学校において、カウ
　ンセラーが配置(雇用）
　され、生徒が相談できる
　体制ができている

・全ての学校が、人権教育
　研修会に参加している

　学校で対応に苦慮するよう
な事案について、専門家の意
見を取り入れながら、速やか
な問題の改善・解決に努め
る。

【事業実績】

○要請
　学校数　1校
　回数　　7日
　（延7人）

【事業実績】

・学校訪問時など折を
　見て事業の紹介や説
　明を行った
・学校からの要請の実
　績はなかった

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・引き続き事業を実施して
　いる
・学校訪問時に事業の説明
　を行い、周知を図っている

私立学
校に対
する支
援

いじめ防止等の
取組の推進

子ども
教職員

財政上の
支援

【私立学校教育力強化推
　進事業費補助金】
　私立学校におけるいじめ
等を未然に防止する取組へ
の支援を実施する。
【私立学校運営費補助金】
　私立学校における人権教
育推進に係る経費に対して
優先的に配分する。

知事部局
私学・大学支

援課

【事業実績】
・カウンセラー等の配
　置
・人権研修会参加等
・研修会の開催等の人
　権教育推進に向けた
　取組を支援する

○カウンセラー等の配
置
  ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰやｽｸｰﾙｿｰ
ｼｬﾙﾜｰｶｰの配置

○研修会の実施
　人権教育研究協議会
主催等の研修会への参
加　

○人権教育推進を行う
　学校に対し補助金の
　経費配分

【事業実績】
・運営費補助金におい
　て、人権教育推進に
　かかる経費に優先的
　に配分

・全ての学校において
　ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰやｿｰｼｬﾙ
　ﾜｰｶｰが配置(雇用）
　された

・全ての学校が、人権
　教育研修会に参加

私立学
校に対
する支
援

いじめ防止等の
取組の推進

子ども
保護者
教職員

いじめ問
題等の解
決に向け
た外部専
門家活用
事業

[いじめ問題等に係る学校
サポート専門家チーム派遣
事業」　
　いじめ問題等において私
立学校が対応に苦慮するこ
とが予想される事案等に対
して、私学・大学支援課に
「学校サポート専門家チー
ム」を設置し、学校の要請
に応じて、専門的な見地か
ら、問題の改善・解決に向
けた具体的な助言を行う。

知事部局
私学・大学支

援課

私立学校におけるいじめの防止等の取組に対する財政上の支援

私立学校の要請に応じた学校、関係児童生徒・保護者等への支援

私立学校におけるいじめの防止等の取組に対する財政上の支援

私立学校の要請に応じた学校、関係児童生徒・保護者等への支援
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